
（   ）

 

 

平 成 2 7 年 第 ２ 回 

 

三重県議会定例会会議録 
 

 

12 月 ４ 日 

第  22  号

第

22号
 

12月
４
日
 





－1339－ 

平 成 27年 第 ２ 回 

三重県議会定例会会議録 

第 22 号 

○平成27年12月４日（金曜日） 

                                    

議事日程（第22号） 

平成27年12月４日（金）午前10時開議 

第１  県政に対する質問 

    〔一般質問〕 

                                    

会 議 に 付 し た 事 件 

日程第１  県政に対する質問 

                                    

会議に出欠席の議員氏名 

出席議員  51名 

   １  番            芳 野  正 英 

   ２  番            中瀬古  初 美 

   ３  番            廣    耕太郎 

   ４  番            山 内  道 明 

   ５  番            山 本  里 香 

   ６  番            岡 野  恵 美 

   ７  番            倉 本  崇 弘 

   ８  番            稲 森  稔 尚 

   ９  番            下 野  幸 助 

   10  番            田 中  智 也 

   11  番            藤 根  正 典 



－1340－ 

   12  番            小 島  智 子 

   13  番            彦 坂  公 之 

   14  番            濱 井  初 男 

   15  番            吉 川    新 

   16  番            木 津  直 樹 

   17  番            田 中  祐 治 

   18  番            野 口    正 

   19  番            石 田  成 生 

   20  番            中 村  欣一郎 

   21  番            大久保  孝 栄 

   22  番            東      豊 

   23  番            津 村    衛 

   24  番            森 野  真 治 

   25  番            杉 本  熊 野 

   26  番            藤 田  宜 三 

   27  番            後 藤  健 一 

   28  番            稲 垣  昭 義 

   29  番            北 川  裕 之 

   30  番            村 林    聡 

   31  番            小 林  正 人 

   32  番            服 部  富 男 

   33  番            津 田  健 児 

   34  番            中 嶋  年 規 

   35  番            奥 野  英 介 

   36  番            今 井  智 広 

   37  番            長 田  隆 尚 

   38  番            舘    直 人 

   39  番            日 沖  正 信 



－1341－ 

   40  番            前 田  剛 志 

   41  番            舟 橋  裕 幸 

   43  番            三 谷  哲 央 

   44  番            中 村  進 一 

   45  番            青 木  謙 順 

   46  番            中 森  博 文 

   47  番            前 野  和 美 

   48  番            水 谷    隆 

   49  番            山 本    勝 

   50  番            山 本  教 和 

   51  番            西 場  信 行 

   52  番            中 川  正 美 

  （42  番            欠      番） 

                                    

職務のため出席した事務局職員の職氏名 

事務局長               鳥 井  隆 男 

書  記（事務局次長）        原 田  孝 夫 

書  記（議事課長）         米 田  昌 司 

書  記（企画法務課長）       佐々木  俊 之 

書  記（議事課課長補佐兼班長）   西 塔  裕 行 

書  記（議事課班長）        上 野    勉 

書  記（議事課主査）        松 本    昇 

                                    

会議に出席した説明員の職氏名 

知     事            鈴 木  英 敬 

副  知  事            石 垣  英 一 

副  知  事            植 田    隆 

危機管理統括監            渡 邉  信一郎 



－1342－ 

防災対策部長                   稲 垣    司 

戦略企画部長                   竹 内    望 

総 務 部 長            稲 垣  清 文 

健康福祉部長                   伊 藤    隆 

環境生活部長                   髙 沖  芳 寿 

地域連携部長                   福 田  圭 司 

農林水産部長                    仲  繁 樹 

雇用経済部長                   廣 田  恵 子 

県土整備部長                   水 谷  優 兆 

健康福祉部医療対策局長        佐々木  孝 治 

健康福祉部子ども・家庭局長      岡 村  昌 和 

環境生活部廃棄物対策局長       渡 辺  将 隆 

地域連携部スポーツ推進局長      村 木  輝 行 

地域連携部南部地域活性化局長     亀 井  敬 子 

雇用経済部観光局長          田 中    功 

雇用経済部伊勢志摩サミット推進局長  西 城  昭 二 

企 業 庁 長            松 本  利 治 

病院事業庁長                   加 藤  敦 央 

会計管理者兼出納局長         中 川  弘 巳 

 

教育委員会委員長           前 田  光 久 

教  育  長            山 口  千代己 

 

公安委員会委員長           田 中  彩 子 

警 察 本 部 長            森 元  良 幸 

 

代表監査委員                   福 井  信 行 

監査委員事務局長           小 林  源太郎 



－1343－ 

 

人事委員会委員長           竹 川  博 子 

人事委員会事務局長          青 木  正 晴 

 

選挙管理委員会委員長         宮 嵜  慶 一 

 

労働委員会事務局長          田 畑  知 治 

                                    

午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（中村進一） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。32番 服部富男議員。 

   〔32番 服部富男議員登壇・拍手〕 

○32番（服部富男） 改めまして、おはようございます。自民党会派の三重郡

選出、服部富男でございます。 

 少し質問に入らせていただく前に、知事にも今日はお祝いの言葉を述べさ

せていただかなきゃいけないというふうに約束もさせていただいていますの

で、今日は３日目でございまして、最終日でトップバッター。私に与えられ

た、これは自民党から、会派から、心からお祝いを申し上げるわけなんです

が、本当に美保さんも、奥さんもお元気で第２子の御懐妊をされたというこ

とでございますし、特に４月が御出産日だというふうに予定をされている。

実は私が４月生まれでございまして、余り関係ございませんが、４月10日が

私の誕生日ということで、本当に元気なお子さんが生まれることを心からお

祈りさせていただいております。 



－1344－ 

 それでは、通告に従いまして、議長のお許しをいただきましたので、通告

書のとおり質問をさせていただきます。 

 第１番目の三重の観光活性化についてでございます。 

 （１）の東海自然歩道整備、これは、この東海自然歩道というのはなかな

か、この地域に余り知られていない部分があります。特に歩かれたりなんか

する歩こう会の方なんかはよく御利用をいただくようでございます。この東

海自然歩道は東京都八王子の明治の森高尾国定公園から大阪府箕面市の明治

の森箕面国定公園までの1697キロメートルを自然歩道でつなげたというよう

なプロジェクトでもございます。 

 特に昭和44年、厚生省が提案をし、昭和45年から地元自治体等によって整

備が進められまして、昭和49年に完成をいたしました。この東海自然歩道、

本来なら東海道自然歩道というふうに命名してもよかったのではないかなと

いうふうに思います。 

 ちょっと余談でございますが、東京から大阪までというこの1697キロメー

トルでございます。それにはやはり東海道五十三次というような江戸時代に

栄えた街道でもございますが、そういった街道も利用しながら大阪までつな

げた。本来、東京、江戸の日本橋から京都の三条大橋までの区間、五十三次、

実は徳川家康が３代家光将軍につなげ、京都から大阪まで伸ばそうじゃない

か、そして大阪城まで入れようじゃないかというのが始まって、東海道は五

十七次あるんだというような説もございます。 

 私の地元の東海自然歩道は鈴鹿国定公園の中を通っております。鈴鹿山麓

の麓、そして、また、山道を利用した、本当に絶景の自然豊かな地域でもご

ざいます。 

 そんな中で、平成20年９月、ちょうど７年前ですが、大きなゲリラ豪雨が

ございました。実際に自然歩道は寸断をされ、整備をするのにも非常に状況

が悪い状況であった。県土整備部の堰堤工事、そして、また、農林水産部の

砂防工事、そういった工事が済むまで自然歩道はなかなか整備ができない状

況の中で７年間を迎えました。 
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 そんな中で、ある程度は整備は進んでおりますけれども、実際に寸断され

た自然歩道を、安心・安全の歩道を利用される方がどのように歩かれるのか。

やはり40年を過ぎた今、やはり自然歩道の見直しというものも必要ではない

かなというふうにも思っております。ルート見直しももちろんだと思います。 

 国定公園には、鈴鹿国定公園、そして室生赤目青山国定公園がございます

が、それを一つにつなげるのは今のこの三重県の東海自然歩道でございます。

岐阜県との境にありますいなべ市の北勢町から、奈良県との境であります津

市の美杉町までが197キロメートル、その当時、昭和45年から47年の３カ年

で整備をされたわけでございますけれども、７億2300万円の予算、国家プロ

ジェクトの予算で各地方自治体が整備をされました。 

 そんな中で、自然歩道を散策される方々の安心・安全のための施設整備、

これは近々の課題でもございます。ですが、なかなか整備が進まない。室生

赤目青山国定公園もそうです。鈴鹿国定公園もそうなんです。実際に鈴鹿国

定公園が昭和43年に指定をされ、あと３年後に50周年を迎える、こういった

状況の中で、そして、また、室生赤目青山国定公園が昭和45年に指定をされ、

５年後が50周年でございます。 

 今、伊勢志摩国立公園の70周年記念に向けて、国、そしてまた、県もしっ

かりと、観光、誘客、そして、また、設備投資もしっかりと国のほうでも予

算をつけていただけるのではないかな、その辺のところはちょっとまだ私も

わかっておりませんが、伊勢志摩サミットが来年の５月26日から27日までご

ざいます。そういった国立公園の整備は国がある程度は中心になってやって

いただく。 

 ですが、国定公園や、今、三重県にも自然公園が５カ所ございます、そう

いったところは、やはり県独自の予算を計上し、そして、また、40％から

45％の国の予算をいただく。県費が、財政がやはりしっかりと対応しなけれ

ば整備につながっていかない、このような状況でございます。 

 今、ここには三重県東海自然歩道のちょうどガイドマップがございます。

（現物を示す）これも、ちょうどこれを読ませていただくと、昭和59年３月
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31日に初版本が発行され、最終版発行が平成26年５月30日、非常にイラスト

で表現をされて、山を登られる、そして、また、自然歩道を利用される方に

は非常に楽しみでもあり、本当に重要なガイドブックでもございます。 

 そんな中で、寸断されたルートを今後安全なルートに変更していく、こう

いった、やはり市町ともしっかりと協議をして、自然歩道のもう一度見直し

も必要な時期になっております。 

 ここでお尋ねをさせていただきたいんですが、40年以上過ぎた東海自然歩

道ではございますが、今後どのように利用者の安全・安心、そしてまた、自

然を楽しんでいただく自然歩道に向けて、そしてまた、国定公園の２カ所の

公園も今後50周年を迎える、そういった時期でもございますので、国定公園、

そしてまた、自然歩道のこれからの整備、そしてまた、何かやはり部署で考

えておられること、今後のスタートとなる、この50周年を迎える中でどのよ

うにお考えなのか、その点、お尋ねをさせていただきたいと思います。 

   〔仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（仲繁樹） 東海自然歩道整備等についての御質問にお答え

します。 

 三重県内の東海自然歩道は、議員も御指摘のとおり、いなべ市北勢町、岐

阜県境から、津市美杉町の奈良県境までを結ぶ約197キロメートルで、鈴鹿

国定公園や室生赤目青山国定公園など自然景観を楽しみながら歩けるコース

として、地域の重要な観光資源となっています。 

 また、鈴鹿国定公園は御在所岳や藤原岳等の鈴鹿山脈を中心とした公園と

して、室生赤目青山国定公園は青山高原や赤目四十八滝等の変化に富んだ景

観を有する公園として、ともに多くの方に利用されています。 

 また、こういったところについては最近アウトドアスポーツが盛んになり

まして、こういったところに注目をして、フィールドとして活動するＮＰＯ、

あるいは団体の皆さんが増えてまいりました。菰野町でもそんなフィールド

を利用した方もみえます。 

 県内の東海自然歩道のうち、県が整備した歩道約80キロメートルについて
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は地元市町に管理を委託しており、それ以外の市道や町道等をルートにした

約117キロメートルについては、道路管理者の市町の管理となっています。 

 東海自然歩道については、議員も御指摘になりましたが、台風等によって

のり面や路肩の崩壊などが頻繁に発生をします。また、完成から40年以上が

経過し、歩道の手すりなどの老朽化が進んでいる現状です。 

 こうしたことから、県では市町などと協議しながら、国の交付金も活用し、

台風等による被害箇所の復旧を優先的に進めるとともに、老朽化した施設等

についても順次整備に取り組んでいるところです。また、鈴鹿国定公園や室

生赤目青山国定公園にある公衆トイレやあずまや、遊歩道等の自然公園施設

についても、市町と連携しながら適正な維持管理に努めているところでござ

います。 

 今後、県では、昨年度、東海自然歩道も含めた自然公園施設の計画的な整

備を進めるため、老朽化の進みぐあいなど、施設の現況を調査いたしました。

この調査結果や関係市町からの要望も十分踏まえながら、施設整備等を進め

ていきたいというふうに考えています。 

 また、東海自然歩道や国定公園を多くの皆さんに安全で快適に利用してい

ただけるよう、険しい箇所などの新たな迂回ルート、議員の御指摘もありま

したが、例えば湯の山からもみじ谷のルートは非常にいいルートで人気のあ

るところですが、若干プロ向けといいますか、少し険しいところがあります。

したがいまして、そういうところについては、簡単に歩けるところ、迂回

ルートができないかということで、今、庁内では議論しまして、地元とも協

議したいなと思っています。 

 また、被害を受けて通れなくなったところは完全に迂回路をするというこ

とになりますと、それは公園計画の変更という手続があるんですが、迂回

ルートとしてこういう道もありますよということであれば公園計画の変更が

ございませんので、そういったことでいろんな方に楽しめるということにし

ていきたいと思います。 

 また、こういったルートについては、わかりやすく案内板などを設定し、
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関係する市町や団体等と工夫してまいりたいと考えています。 

 いずれにしましても、東海自然歩道や国定公園については大切な観光資源

として、多くの皆さんに来ていただけるよう、地元市町と連携して整備や情

報発信をしていきたいと思っています。 

 また、50周年を迎えるということでございました。40周年のときには、例

えば湯の山の御在所岳の山頂で地元の方が植樹祭をしたりとか、あるいは、

いろんな公園でスタンプラリーとか、いろんなイベントをしていただきまし

た。 

 いずれにしましても、そういった格好で、いろんな記念イベントですとか、

そんなことを、少し先ですけれども、地元と、あるいは市町の皆さんと協議

しながら、いろんな格好で発信していくアイデアを絞っていきたいと考えて

います。 

 以上でございます。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） どうも御答弁ありがとうございました。 

 いろいろと、地域と、地方とその打ち合わせをしていただいて、いい方向

にしていただくのはもちろんなんですが、今、ルート変更のお話もいただき

ました。やはり地元のほうはどのようなルート変更が一番いいのか、これは

やはり、もちろん地方行政の意見も大事だと思うんですが、やはり観光協会

とか、湯の山の観光協会も含めてしっかりと、そのルート変更、いや、そこ

まで行ってしまうといかんだろうと、鈴鹿国定公園はやはり温泉場の近くを

通っていくルートでもございますので危険な箇所もたくさんあろうかと思い

ますけど、慎重にその点はしていただきたいなというふうには思います。 

 特に委託管理費というのが年間460万円、500万円ほどこの６市１町にか

かっておりますが、実際にこれは固定費ですよね。これはもう、トイレの清

掃だとか、いろんなことも、草刈りも含めての話でございますので、その点

は周年記念にも向け、そして、また、40年の節目のときを過ぎているわけで

すから、抜本的な見直しも含め、そしてまた、（現物を示す）ガイドマップ
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もできれば新しいのを一つ考えていただければ、これも本当にかわいらしい

んですよ、こういうのを利用して、イラストも大事ですので、こういったか

わいらしいマップももっとＰＲをしていただきたい、このように思っており

ます。 

 それでは、時間もありますので、次の質問に入らせていただきます。 

 今日は、ちょっと余談でございますけど、知事の御答弁をいただくような

形ではございませんけれども、決して嫌っておるわけでもございません。

時々、知事に今回の質問の中で振らせていただくかわかりませんけれども、

議長、その点はよろしいでしょうかね。よろしいですか。別に難しい質問を

しませんので、よろしく。その点だけしっかり聞いておいていただきたいな

というふうに思います。 

 それでは、２項目めの、１の２、三重の観光活性化についての幹線道路網

の整備に移らせていただきます。 

 三重県の観光の活性化においては、道路ネットワーク、これはもう亀山の

長田議員も先日おっしゃってみえました。実際に道路ネットワークがしっか

りと対応をして、三重県が１本のラインに行く、そして、また、伊勢志摩サ

ミットがもうすぐ、来年５月にもございます。 

 そんな中で、そしてまた、平成30年には全国高等学校総合体育大会もござ

います。そして、一番メーンとしては、平成33年の国民体育大会、そして全

国障害者スポーツ大会、これがやはり最終の、今のこの時代の中での、６年

後でございますので、そういったところでの幹線道路網の整備というのが重

要な課題でもございます。 

 特に、全国から三重県に来られる方が、皆さんもちろん御存じだと思いま

す、私はいつも通勤で使っている東名阪自動車道、これは非常に夕方も渋滞

をしますし、そして、また、土曜日、日曜日は下り線も非常に混んだ状況の

中での、今、状況でございます。日本でも指折り数えるぐらいの、ナンバー

ツーかナンバースリーぐらいの渋滞状況だということは聞いております。 

 これは、ちょうど平成20年に新名神高速道路が、草津のほうの草津田上イ



－1350－ 

ンターチェンジから亀山のジャンクションまでが開通をしました。そんな中

での交通量がどっと急に増えた。こういったことが予想されていなかったわ

けでもございまして、ある程度の緩和措置もございますけれども、なかなか

この渋滞は緩和できない。やはり東名阪自動車道がしっかりと、平成33年に

できるのは、菰野町が、今、新名神高速道路が四日市ジャンクションから亀

山西ジャンクションまでが平成30年度で開通をする、平成30年度以降は実際

に渋滞が緩和されるのかなというような考え方もしておるわけでもございま

すが、ちょっとそこで、この幹線道路網の整備の図面を、パネルを見ていた

だきたいと思います。（パネルを示す）この資料は、平成28年度に三重県よ

り国への強い要望、提案、提言書の中で幹線道路網整備を強く要望しておる

資料でございます。実際に、今、お話をさせていただきましたこの部分が、

新名神高速道路が今度四日市ジャンクションから平成31年度で完成をする。

そうすれば、この今の区間は渋滞は緩和できるでしょう。そして、これから

流れていって伊勢自動車道に行き、そして、勢和多気インターから紀宝町ま

で延びるこのライン、これがやはり主軸になって、しっかりと開通をする。

これがやはり観光活性化にも非常に役立つ道路網整備だと私は思っています。

もちろん、皆さんもそのようにお考えだというふうに思います。 

 実際に事業化されていない区間もたくさんまだまだございます。そんな中

で、今後、事業化されていない北勢バイパス整備、南勢地域の熊野インター

チェンジ、紀宝インターチェンジの近畿自動車道紀勢線の新規事業化に向け

て、非常にこれから急ピッチで進めていかなければいけない、国への要望を

強く求めていかなければいけない、このようにも、重大な局面にあるという

ふうにも思います。 

 今、北勢バイパス、この整備が非常に遅れておる。だから、国道23号も国

道１号も非常に渋滞をする。こういったところはもう二度と通りたくないな、

観光客もそのように思われる方もたくさんあることも事実でありますし、今、

亀山のジャンクション、渋滞もあります。 

 そんな中で、これは鈴鹿の小林議員が絶対言ってくれということだったん
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ですが、鈴鹿亀山道路がございます。鈴鹿ジャンクションから北勢バイパス

の区間、これがなかなか、都市計画指定道路として、都市計画審議会で一応

合格をしました、前向きに動くでしょう、ですが、やはり予算化もされない、

事業化もされていない。今後、新規事業化に向けて、これはしっかりと対応

していただきたいな。これはこの質問の中で要望をさせていただきたいと思

います。これは答弁は結構ですので。 

 そこで、この今の幹線道路網の整備、観光の誘客、そしてまた、活性化に

向けて、未整備区間の整備はどのようにこれから考えていかれるのか、どの

ように国へプッシュをしていくのか。実際に、今、お話しさせていただきま

した北勢バイパスの整備と、そしてまた、今、東紀州のところの近畿自動車

道紀勢線、こういったところのまだ事業化をされていない区間をどのような

形で進めていかれるのか、水谷県土整備部長にお尋ねをさせていただきたい

と思います。よろしいですか。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） 三重県の幹線道路網の整備についての御質問を

いただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 幹線道路網の整備は、物流や人の交流を活発にし、地域の経済、文化の発

展、観光の振興など、大きな効果をもたらします。例えば熊野古道の来訪者

数は、近畿自動車道紀勢線の延伸などにより、平成26年に10年前の３倍とな

る過去最高の約42万人を記録しました。また、今年３月に延伸した北勢バイ

パスの沿線では、企業の大規模な投資に伴い、新たな雇用が創出されるなど、

ストック効果もあらわれてきております。 

 県が実施した平成26年の観光客実態調査によると、県外からの観光客のう

ち車を利用した方が約８割と非常に多く、車による円滑で快適な移動を確保

することがさらなる来訪者の拡大につながると考えております。 

 現在、新名神高速道路は、議員からも御紹介がありましたが、平成30年度

の全線開通に向け整備が進められており、県においても、新名神高速道路の

開通にあわせ、国道477号四日市湯の山道路の整備を進めております。また、
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北勢バイパスについては現在、川越町から四日市方面までの約8.5キロメー

トルが開通し、国道477号バイパスまでの約4.1キロメートル区間については

今年度、坂部トンネル（仮称）の工事に着手すると聞いております。 

 このように、幹線道路網の整備は着実に進んでおるものの、先ほど御紹介

もありましたが、近畿自動車道紀勢線や北勢バイパスにおいて、いまだ未事

業化の区間が残っております。 

 県では、隣県や関係市町、民間企業等と協力して、まずは道路整備に必要

な総額予算を確保すること、そして、事業中の区間については、その整備の

促進と早期開通はもちろんのこと、未事業化区間についての早期事業化につ

いてもあらゆる機会を通じて国などに強く働きかけたところです。 

 道路はつながってこそ大きな効果を発現します。平成33年には三重とこわ

か国体が開催されるなど、今後も多くの方の来訪が見込まれることから、国

や中日本高速道路株式会社等と連携協力し、三重県の発展を支える幹線道路

網の整備にしっかりと取り組んでまいります。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） 御答弁ありがとうございました。 

 今後のしっかりとした取組に期待をさせていただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 もちろん、観光活性化に道路整備、これも一つの、やはり両輪のごとくあ

る事業でもございますので、今後の取組によろしくお願いを申し上げたいと

思います。 

 時間もございませんので、次の質問に入らせていただきます。 

 次の質問、昇龍道プロジェクトでございます。 

 今ちょうどこのパネルを見ていただきたいと思います。（パネルを示す）

これが昇龍道プロジェクトでございます。平成24年１月に国土交通省中部運

輸局を中心に提案をされ、昇龍道プロジェクト推進協議会が平成24年３月に

設立をされました。中部北陸９県、三重県、愛知県、岐阜県、静岡県、長野

県、石川県、富山県、福井県、滋賀県、官民一体となっての外国人誘客に向



－1353－ 

けて推進すると、こういった目的で始まったわけでございまして、現在の会

員数は約1200団体ということでもございます。 

 この、今、パネルのチラシを、これ、ちょうど中国語で書いてあるのか、

どこの言葉なのか、多分中国人の爆買いに向けて書いておられるのかわかり

ませんが、これもちょっとよく覚えておいていただきたいと思います。もう

一度、これ、また出させていただきますのでお願いを申し上げたいと思いま

す。 

 そんな中で、このプロジェクトが、外国人誘客、宿泊者数の中でもやはり、

2012年の統計でございますけれども、３年前です、始まる前の統計、これは、

東京が830万人、そして大阪が306万人の宿泊客がある。そして、中部９県で

は、実際に足しても250万人しか、この2012年、３年前にはなかったわけで

ございまして、そういった中部北陸圏の知名度向上のためにも、このプロ

ジェクトは非常に重要なプロジェクトかなというふうにも考えております。 

 今年に入ってからは、今もお話しさせていただきましたように、中国人の

皆さんがやはり、そして台湾の方が、この各国の方が日本に来られ、非常に

爆買いツアーというものがあります。ちょうど今年に入って春節期間中の10

日で1100億円を超えるような中国人の皆さんの爆買い状況。 

 これも何年続くかどうかわかりませんけれども、実際に、中国の経済、ど

のようになるか、これは私には関係のないことでございます。ですが、やは

り３年前にこういうような状況であって、この昇龍道プロジェクト、中部北

陸９県の取組、これからしっかりとされていくというふうにも思いますが、

どのような位置づけでこの昇龍道プロジェクトをお考えなのか、お尋ねをさ

せていただきたいと思います。御答弁、お願いをいたします。 

   〔田中 功雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 三重県におけます昇龍道プロジェクトに

関する取組について御答弁申し上げます。 

 昇龍道プロジェクトは、先ほど御紹介もありましたが、中部北陸９県にお

いて、官民が一体となって外国人旅行者誘致を推進しようということで、平



－1354－ 

成24年３月に昇龍道プロジェクト推進協議会を設置して、広域で連携した取

組を行っているものでございます。 

 三重県も昇龍道プロジェクトの一員としまして、これまでその取組に参加

してきたところです。具体的には、平成26年11月の台北国際旅行博覧会で出

展しました昇龍道パビリオンで、知事出席のもと共同のプロモーションを実

施したほか、中国やマレーシアへの昇龍道ハイレベルミッションにも職員を

派遣し、共同で現地旅行業者へのＰＲを行うなどしております。 

 また、海外旅行社やメディア等の招請事業でも、三重県内も行程に組み入

れていただき、本県の持つ魅力あるコンテンツを体験していただくなど、積

極的な活動を展開しているところでございます。 

 このほか、観光庁が実施します広域観光周遊ルート形成促進事業は、テー

マ性、ストーリー性を有する魅力ある観光地域をネットワーク化し、周遊

ルートの形成を通じて外国人旅行者の周遊を促進しようとするものでござい

ますが、全国で認定されました七つの広域観光周遊ルートの一つとして昇龍

道も認定され、その中では、広域観光拠点地区として、伊賀・甲賀地区、伊

勢・鳥羽・志摩地区、熊野古道伊勢路地区、北勢地区の４地区が選ばれてい

るところでございます。 

 具体的には、昇龍道地域の観光資源を活用した体験型滞在プログラムの開

発・提供事業などに着手をしておりまして、今後、本県へのさらなる誘客を

図っていきたいと考えております。 

 外国人旅行者は滞在期間も長く、一つの県にとどまらないなどの旅行形態

をとることが多いため、魅力ある観光資源を有する地域が共同で広域の取組

を図ることが有効でございます。今後も昇龍道の一員としまして、外国人旅

行者の誘致に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） どうも御答弁ありがとうございます。 

 しっかりと取組を継続していただきたい、外国人誘客に向けての御努力を
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お願い申し上げたいと思います。 

 ちょっとここで知事に質問させていただきたいんですが、先月、タイのほ

うにトップセールスに行かれました。前回の質問のときでもしっかりと御答

弁をいただきましたんですが、この昇龍道プロジェクトについてどのように

少しお考えなのかをちょっと簡単にお答えいただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 先ほど観光局長のほうからも答弁がありましたけれども、

広域で来られるインバウンドの皆様は県境を越えて移動をされるわけであり

まして、ですので、それぞれ違った差別化した魅力をつないだルートという

のをしっかりＰＲするということが重要であろうというふうに思っています。 

 特に我々が力を入れている中華圏や東南アジアの人たちは、例えば立山黒

部アルペンルートのような雪とか、あるいは高山のようなところの町並み、

そういうものがお好きであったりしますので、そういうところと連動した、

まさに昇龍道のルートでしっかり三重県のいいところも売り出していくとい

うことは私たちにとっても意味があるというふうに思っていますので、これ

からもしっかり取り組んでいきたいと思います。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） 知事に振らせていただいてまことにありがとうございま

した。 

 このプロジェクトでございますけれども、実際に知事自ら今お答えをいた

だいて、中部９県の取組もやはり三重県らしさを考えながら特色を持って

しっかりと外国人誘客に向けて動くということでお考えということでござい

ますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 もう一度、このパネル、今、出させていただきました。（パネルを示す）

このパネル、龍が今、昇龍道ということで登るような道なんですが、能登半

島の石川県、ここを頭にして、これからずっとこの中部９県を動いていく。

この尻尾が、ちょうど尾の部分が伊勢神宮、鳥羽、そして渥美半島、こう

いった中部国際空港、こういったところのルートでございまして、特に熊野

古道や伊勢神宮、そういうふうに書いてございますけれども、そういった取
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組の外国人誘客の流れをしっかりとやっていこうということでもございます

ので、その点、御理解をいただきたいと思います。 

 今、なぜこの昇龍道プロジェクト、もう一度皆さんに見ていただいたかと。

私もこの昇龍道プロジェクトの尻尾の部分が非常に気になっておりまして、

本当は頭が伊勢志摩のあたりで、尻尾が能登半島のほうまで行っていただく

と、やはり三重県中心で頑張っていかないかんなと。ですが、やはり龍とい

うのは登り龍もあれば下り龍もありますので、中国人のアジアの方は龍は好

きですから、ドラゴンは、ですから、この尻尾の部分で今からちょっと質問

をさせていただきたいと思います。 

 これを見ていただきたい。（パネルを示す）パネルがちょっとたくさんあ

ります。もう簡潔にいきます。 

 これは、三重県の志摩の大王崎の灯台でございまして、これ、観光協会の

許可を得て映写させていただいております。そして、これが、２番目が、

（パネルを示す）大王崎がちょうど左側に見える、これが絵描きのまち大王

崎。これ、少し私もＰＲをさせていただかないかんもんですから。これをな

ぜＰＲするか。 

 そして、これを、次を見てください。（パネルを示す）これは、私が以前

に行かせていただいた山口県の下関、この角島に立つ灯台でございます。こ

れが明治９年につくられた灯台。29メートル、30メートルぐらいの灯台です

ね。 

 次、行かせていただきます。（パネルを示す）これは、今の角島の灯台、

そして、これがライトアップされた。これは、来年の２月28日までこの角島

の灯台はライトアップされておりますので、もし来年行かれる方がありまし

たら、これをぜひごらんになっていただきたいな。これ、下関豊北総合支所

の観光課の皆さんから貸していただいて、許可をいただいてちゃんと放映を

しておりますので、ぜひＰＲしてくださいということでございました。 

 大王崎灯台は昭和２年の1927年に建設をされて、88年前でございまして、

2013年、平成25年には国の登録有形文化財指定にもなっていますし、ちょう
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どその大王崎の灯台の周辺では、以前、先月ですかね、女優の原節子さん、

９月５日に亡くなりましたけれども、小津監督の映画の主人公としてこちら

でロケをされておるというようなことでもございまして、これは、山本教和

議員、先日質問されました、ぜひ言っておいてくれよということでございま

すので、もう頼まれることが多いものですから頑張っていきたいと、急いで

いきたいと思います。 

 伊勢志摩の観光スポットも賢島のあのあたりだけではなくて、やはりもっ

と周辺にはしっかりとした観光スポットがあるということを皆さんにちょっ

とお話しさせていただいたわけでもございます。 

 本題に入りますが、これなんです。（パネルを示す）これは、私が以前に

行かせていただいたときに、向こうに見えるのが角島ですね、灯台のある角

島。この橋が1.7キロメートルの離島架橋の橋になっております。これは、

全長1780メートルということでありまして、今の豊北町から豊北町角島まで

の距離、これはもう観光スポットにもなっております。 

 これは灯台と一緒で、非常に、全長1780メートルの中で、着工が1993年、

2000年に開通をされるということで７年間。総工費149億円、その当時でご

ざいますけど、北長門海岸国定公園に位置しておりますし、そうしたところ

の中で、観光誘客ということも含めて、10年前でございますけれども、2005

年、映画の「四日間の奇蹟」という映画があったということで、私、行かせ

ていただいて初めて知ったんですが、吉岡秀隆さんと石田ゆり子さんの形で

映画を放映されたロケ地であると。 

 そういったところで、今、この観光スポットが、下関の角島大橋、そして、

また、灯台、こういったところが非常に活発に動いておること、これは事実

なわけでございまして、私もそういったところに行かせていただいて、以前、

もうびっくりしたような状況でもございまして、前回の質問の中で私は離島

架橋のお話もさせていただきました。もちろん、広島の尾道から今治に行く

離島架橋、これのお話も、しまなみ海道の話もさせていただいた。実際にプ

ロジェクトとしては昭和50年代からのプロジェクトで7300億円もかかった。
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これは非常に大きな予算でございますので、国の財政、そして、また、地方

の財政も非常に重要なところだったんだと思います。 

 バブルの絶頂期でどんどん、どんどん右肩上がりで状況がよかったのかな

というようなことでもございまして、やはり、この三重のよさもしっかりと

これからＰＲしていかなきゃいけない。 

 まだちょっとパネルがございます。（パネルを示す）これは神島の写真、

山本教和議員にお借りをしました。先月のこの島の写真でございます。松本

さんの写された神島の写真でございます。 

 次は神島の監的。（パネルを示す）これも、三島由紀夫原作の「潮騒」

のロケ地になった場所でございます。これはもうかなり老朽化が激しい状況

でございまして、吉永小百合さんも、これはもうちょっと新しいところで

やっておられたのかなと、そして、また、山口百恵さん、三浦友和さんの出

会いの場所でもございます。 

 それが、（パネルを示す）2013年、２年前の完成、これが長寿命化で鳥羽

市がきれいにされまして、ちょうど皆さんに観光スポットとして来ていただ

いている。これが長寿命化対策の一環でございます。 

 次が、（パネルを示す）ちょうど三浦友和さんと山口百恵さんがここで、

こんな汚いところではないだろうと思いますが、もっと火を飛んで来てくだ

さいよというような山口百恵さんの声が聞こえてきそうな状況でございます。 

 それが、何ときれいに復活をしまして、（パネルを示す）これも長寿命化

対策の一環で、鳥羽市が中もきれいにしようじゃないかと。今から10年でな

くなってしまうのであれば、あと40年、50年もつように整備をしていこうと。

これは鳥羽市が国としっかりとやった事業でございます。 

 このような事業が非常に市町でも活発にやっておられるところも数多くあ

るわけでございまして、私たちもしっかりと、伊勢志摩、賢島ももちろんで

ございますが、周辺の観光スポットのやはり掘り起こし、三重県にはこれだ

けのすばらしい観光スポットがあるんだといったところを全県に、そして、

また、世界に発信しなきゃいけないのではないか。この昇龍道プロジェクト
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を利用してでも、しっかりと観光スポットもＰＲしてほしい、このように

思っております。 

 もちろん、難しい状況は非常にわかります。そんな中で、前回の離島架橋

の問題ですが、これ、私もまたしつこく質問をさせていただくわけでもござ

います。 

 これが今、（パネルを示す）神島から鳥羽の半島のところなんですが、こ

れが大体15キロメートルなんですね。よく見ておいていただきたい。これが

15キロメートル。15キロメートルですと1500億円か2000億円ぐらいかかるか

わかりません。 

 ですが、ここで、この離島架橋、（パネルを示す）ここから答志島、この

半島から答志島まで、これが大体２キロメートルの状況でございます。そう

した流れの中で、この答志島にかける２キロメートル、これはまだ200億円

ぐらいか250億円ぐらいでできるかな。これは自分のあれですが、私も建築

の設計をやっておりまして、予算を立てるのはなかなかうまいわけでござい

ますけれども、国の予算も引っ張ってやらなきゃいけないこの事業でもござ

います。 

 三重県も伊勢湾港道路の問題で、私、前回、知事ともお話をさせていただ

きました。昭和55年に発足をして、渥美半島から、そしてまた、東名高速道

路の三ヶ日インターチェンジ、そして神島を通って鳥羽へ入ってくるライン、

これはやはり非常に重要なラインだったのかな。その当時ではございますけ

れども、しまなみ海道が7300億円でやれたのなら、その当時、一応並行して

やっておれば、2000億円、2500億円、3000億円、それだけかかるかわかりま

せんが、国の税金でございますので、そこはもう、やってもらわないことは

諦めなきゃいけない。 

 ですが、やはり、今の尻尾の状況の中で、鳥羽港、伊勢志摩、そしてまた、

伊勢志摩サミットもあります。そんな中で、鳥羽港の港から中部国際空港ま

でフェリーで乗りつける、中部国際空港から直接鳥羽港に入ってくる、そう

いうふうなルートも考えられるわけでもございますし、もちろん汽船を、県
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でも国でもいいです、そういったところを用意しなきゃいけない、そういっ

たルートも今後重要になってくるのかな、このような思いでおります。 

 ちょっと長くなると時間もございません。どんどん、どんどん時間がなく

なりました。 

 ここでお尋ねをしたいですが、今もお話しさせていただいたように、鳥羽

は港もあり、伊勢志摩へのもう一つの玄関口でもあります。そうした観光資

源のたくさんある志摩、そしてまた、鳥羽地域、観光活性化や離島架橋は当

然必要になってまいります。少しでも、少しでも前へ進めるように、２キロ

メートルの今の答志島へ少しでもかけていただくような、少しでも前向きな

県の行政の姿勢というものを私は引き出していきたいと、このように思って

おりますが、どのようなお考えでしょうか。ちょっとお尋ねをさせていただ

きたいと思います。 

   〔亀井敬子地域連携部南部地域活性化局長登壇〕 

○地域連携部南部地域活性化局長（亀井敬子） 伊勢志摩への観光客増加につ

なげるための離島架橋のお尋ねでございます。 

 昇龍道プロジェクトの取組によりますインバウンドの推進は、伊勢志摩地

域の観光振興にも効果があるというふうに考えております。 

 また、離島は、本土とは異なる自然や風景、独自の文化や歴史など、多く

の魅力を有しております。このような離島への架橋は、離島の住民にとりま

しても、船舶に頼らない陸上交通を確保し、島の産業や生活圏の広域化を促

すとともに、住民の生命と生活を守るライフラインとしての役割を果たすも

のというふうに認識をしております。 

 離島架橋につきましては、県と関係市で組織をします離島振興担当課長会

議におきまして、県外の離島地域を対象に、架橋による地域への影響などに

ついて調査を行っておりまして、議員から御紹介もございました山口県の角

島など、架橋が実現した地域でございますとか、今後、架橋が予定されてい

る地域を訪問して聞き取り調査を実施いたしました。 

 調査の結果、離島架橋には、観光客のアクセス向上や住民生活の利便性向
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上などのメリットがある一方で、島内の商業の衰退や生活環境の悪化などの

デメリットもあるということがわかりました。さらに、島の活性化に向けた

取組の重要性というものも明らかになりました。 

 離島への観光誘客を促進するためには、まずは島自体の魅力を高めること

が必要であるというふうに考えております。そのため、現在、答志島を中心

に活動をしております島の旅社推進協議会が行います島の資源を有効に活用

した体験メニューの取組など、島民が主体となった島づくりの取組に対しま

して、国と県が連携をして支援をしておるところでございます。 

 また、離島架橋の整備には多大な経費を要するため、離島及び離島以外の

地域を含めまして、多くの県民の方々の理解を得ていく必要があるというふ

うに考えております。 

 これらのことから、架橋につきましては、離島地域全体の振興を目指す中

で長期的な課題として、引き続き調査検討を行ってまいりたいというふうに

考えております。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） 淡々とお答えをいただきまして、私もこの離島架橋の賛

成の県民の１人でもございますので、今後しっかりと調査をしていただいて

前向きに動いていただくような方向にお願いをしたいと思います。 

 ちょうど時間がなくなりました。本当にここでばんばんお話しをして、答

志島、中村欣一郎議員からも言われておりますので、引き下がるなというこ

とでございます。 

 実際に次に移らせていただきたいと思います。 

 次は、社会資本施設老朽化対策でございます。 

 国土交通省では、平成26年度から平成32年度までのインフラ長寿命化計画

（行動計画）を作成しました。実際に平成24年12月の中央自動車道の笹子ト

ンネル天井板落下事故が発生をして、そこで、やはり二度と起こしてはいけ

ない、この国土交通省では、平成25年度を社会資本メンテナンス元年と位置

づけをされました。 
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 そんな取組を進める中で、平成26年１月には社会資本の老朽化対策室を省

内に設けて、社会資本の維持管理、更新に対する当面講ずるべき措置に基づ

く取りまとめをされました。 

 国が管理をする、三重県が管理をする、そしてまた、市町が管理をする、

非常にいろんな管理状況が、管理の国、県、そして市町というふうな形で、

インフラの老朽化というものは、そのインフラの整備に対しては管理者が違

うわけでございまして、インフラの老朽化が著しく進んでいると思われるこ

の中で、実際に平成26年６月にも防災県土整備企業常任委員会での道路イン

フラメンテナンス実施によるということで資料をいただきました。道路利用

者の安全かつ安心な通行を確保するために、道路パトロール及び点検を実施

し維持管理に努める。橋梁においては1155橋が50年経過をしている、こう

いった高齢化が進むインフラ整備に対して、しっかりと対応していかなきゃ

いけない。これはもうもちろんでございます。 

 国の管理や県の管理、市町の管理、これはいろいろとあろうかと思います

けれども、実際にその老朽化した橋梁やトンネル、道路等に対してのインフ

ラ長寿命化について、国土交通省では積極的に民間の開発された新しい技術

を取り入れて活用する方針を打ち出しておられます。 

 ここでちょっとはしょって質問をさせていただきたいと思うんですが、国

土交通省が活用方針とされております新技術、ＮＥＴＩＳ（ニュー・テクノ

ロジー・インフォメーション・システム）、新技術情報提供システム、これ

を三重県ではどのような位置づけで、今後どのように使っていかれるのか、

お尋ねをさせていただきたいと思います。申しわけございませんが、簡潔に

お願いを申し上げます。済みません。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） 道路維持修繕工事に新技術の導入をしてはどう

かということでございますので、お答えをさせていただきます。 

 道路施設の維持管理を行っていく上で、新たな技術の導入は、施設の長寿

命化の有効な手段の一つであると考えております。県が行う道路施設修繕事
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業においても、例えば道路照明のＬＥＤ化やポリマーセメントを活用した橋

梁の耐震補強など新たな技術、これは、先ほど紹介がありました、国土交通

省の新技術情報提供システムの中にも載っているものでございますが、これ

ら新たな技術を取り入れた工法を導入しているところでございます。 

 先ほど御紹介がありましたが、土木技術に関する新技術の登録、評価につ

いては、国土交通省により新技術情報提供システムが整備をされております。

こうしたシステムを活用し、新たな技術の導入も検討しながら、効率的な維

持管理に努めていきたいと考えております。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） 御答弁いただきましてありがとうございました。 

 この老朽化、長寿命化に対して新しい技術を導入いただくということでご

ざいますので、ぜひこの10年後、20年後といった老朽化対策に対してもしっ

かりと対応していただきますようにお願いを申し上げたいと思います。 

 次に移らせていただきます。 

 ３番目の危険予知判断と防災計画についてでございます。 

 これは、私の質問としてはどのような方向性なのかということをお話しさ

せていただきますと、特に警報の発令の時期の問題でございまして、ちょっ

とこれだけパネルを。（パネルを示す）これが、津地方気象台が今の測定を

しているこの地域。三重県には20カ所ございまして、29市町にはございませ

ん。ここが、今、御浜町、これが紀宝町でございます。 

 そんな中で、今、お話をさせていただいた紀宝町の問題でございますが、

実際に、４年前になりますね、知事が御就任いただいたときに、東紀州の台

風12号、これで甚大な被害がございました。そんな中で、実際に警報がどの

ように発令されていくのか、時期の問題とかそういったものも含めて、これ

は地域の問題だということで協議をされました。 

 実際に１時間の雨量が、御浜町も紀宝町も１時間の雨量が70ミリメートル

を超えたら警報を出すよと。だけど、今のは、隣の、熊野川を越えた新宮市

は３時間で110ミリメートル。これは、30ミリメートル、30ミリメートル、
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50ミリメートルで110ミリメートルになるんですね。だから、そこで、気象

台がこれは当然判断をする数字になっておりますけど、そういった数字をや

はり、紀宝町はいつも、スピーカーで新宮市は鳴らすらしいんです。警報が

発令されております、警報が発令されておりますというスピーチが紀宝町に

来るらしいんですね。だから、紀宝町は、あれ、新宮が警報や、うちのまち

はどうなっているんだということで多少遅れる状況にある。これも非常に問

題ではないかなというふうに思います。 

 熊野川を挟んで同じような隣町が、同じレベルの数値で考えていただける

のが本当じゃないかなと。これは津地方気象台に稲垣防災対策部長のほうか

らしっかりと対応するようにお願いを申し上げたいと思います。 

 特に紀宝町は、東日本大震災から津波の問題、そして、また、毎年毎年来

る台風の問題、今の台風12号の災害を受けて、やはりタイムラインというも

のをつくっておられます。 

 タイムラインというのは、やはり５日前から準備をする、台風があらわれ

る５日前から準備をして、そして、上陸するまでの備え、この時間割りを

しっかりと対応しようじゃないか、こういったタイムラインは紀宝町が全国

に先駆けてのことだというふうにも聞いておりますし、実際にすばらしい取

組をやはり官民一体となって取り組んでいただいておるわけでございます。 

 熊野建設事務所も、紀宝町と一緒、行政と一緒になって、そのタイムライ

ンに向け、そして、減災対策、そしてまた、人の命を守るといったところの

取組をしっかりとやっておられるわけでございますが、県としてどのように、

今の気象庁の問題、基準の問題、そしてタイムラインの問題をどのようにお

考えか、お聞かせをいただきたいと思います。 

   〔稲垣 司防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（稲垣 司） 警報等の発表基準は現在市町村単位で行われて

おりまして、その市町村の地形とかその市町村内でこれまでに起きた発生履

歴等々を勘案してやっておって、市町村ごとに発表基準が異なっておると。

その結果、隣接市町村で警報等の発表に差異が生じてもやむを得ないという
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のが気象庁の見解なんです。先ほどの紀宝町、新宮市の例もそうです。 

 しかしながら、地域住民からすればやむを得ないで済まされる問題ではな

いというのが私どもの認識で、それは、昨年８月の８月豪雨の特別警報が全

県下で発表された、それに対してやむを得ないでは済まされないということ

で改善を気象庁に求めたのと同様でございます。 

 そうしたことで、今の現行の警報等の発表基準についても、気象庁に引き

続き見直しを求めていきたいと思います。しかしながら、見直しにもまだ時

間がかかると。その間も災害は決して待ってはくれないということから、先

ほどタイムラインの話がございましたけれども、私どもも三重県版タイムラ

インというのを今検討しておって、平成29年度につくりたいというふうに考

えており、それまでの間も市町とも連携しながら、とにかく早目早目の対応

を考えていきたいと。もちろん気象庁には要望してまいります。 

 以上でございます。 

   〔32番 服部富男議員登壇〕 

○32番（服部富男） いい御答弁をいただきまして、三重県版タイムラインと

いうものは非常にこれから期待をさせていただきたいところでございます。 

 ちょっと時間もございません。 

 最後は、これは命を守るプロジェクトについて、１本の電話ということか

ら私は質問をさせていただきたかったんですが、もちろん、ＮＰＯのいのち

の電話協会、そして、また、チャイルドラインＭＩＥ、こういったＮＰＯの

取組の皆さんのお話も含めてさせていただきたかったなというふうに思うん

ですが、次回、また質問の中でさせていただきたいと思います。 

 やはり、多くの中学生の方たちが自分で自らの命を絶つ、こういった事例

がたくさんございます。ですが、やはり１本の電話につなげることによって

その命が助かっている。こういった取組を教育委員会も、そしてまた、警察

も、そしてまた、今の健康福祉部もしっかりと対応していただいておること

に関して心から敬意を表させていただきまして、私の質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手） 
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○議長（中村進一） 25番 杉本熊野議員。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇・拍手〕 

○25番（杉本熊野） おはようございます。新政みえ、津市選出、杉本熊野で

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、伊勢志摩サミット開催まで174日となりました。鈴木知事におか

れましては、サミットを契機に三重県政発展のために連日御活躍いただいて

おりますことに敬意を表します。まずは、県民の安全・安心の確保、そして、

三重のすばらしさを全国に、世界に発信するために、まさに東奔西走してい

ただいております。 

 そんな状況の中ではありますが、今年度は鈴木知事２期目のスタートの年、

今後４年間の方針と行動計画を決める大事な時期でもあります。県民の暮ら

しに目を配り、様々な声に耳を傾けていただき、きめ細かな県政運営につな

げていただくことを期待し、本日は三つの項目について質問をさせていただ

きます。 

 一つ目は、木質バイオマスエネルギー利用についてです。 

 私は子ども時代、とても自然が豊かな地域で育ちました。山でも川でも海

でも存分に遊んだ思い出があります。山のにおい、川のにおい、磯の香りに

命を感じます。いつまでも自然豊かな三重でありたい、美しい日本でありた

いと、心から願っています。 

 しかし、最近とても不安に感じるのが、地球規模での環境問題です。観測

史上初めてという言葉が頻繁に聞かれるようになり、各地で異常気象による

災害が発生しています。地球温暖化の影響が身近なところであらわれるよう

になり、私自身、待ったなしのところに来たなという危機感を感じてもいま

す。 

 折しも、今、フランスでは、ＣＯＰ21、第21回国連気候変動枠組条約締約

国会議が開催中でありますけれども、各国の合意形成にはなかなか困難な様

子が今出てきているという状況ではないでしょうか。 

 一方、ジュニアサミットにおいては環境と持続可能な社会というのがテー
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マ案になっております。次世代には大いに期待をしたいと思っています。 

 環境問題はグローバルな問題ですが、今、私が地球温暖化防止策として一

番身近なところで注目しているのが木質バイオマスです。木質バイオマス発

電は、太陽光や風力発電のように、設置した後は自動的に発電が行われると

いうシステムではありません、原料となる木材の伐採や搬出、輸送、チップ

化など、それぞれの工程ごとに人手が必要となりますので、雇用の場、働く

場が生まれますし、間伐材やお金にならなかった細い丸太、枝なども燃料資

源として活用されますので、林業の振興、地域経済の活性化につながります。

さらには、間伐材等の利用によって山の整備が進み、災害に強い森林づくり

にもつながっていきます。 

 木質バイオマス発電は、一石二鳥というよりは、地球温暖化防止、地域経

済の活性化、防災と、一石三鳥の事業とも捉えることができ、今、全国で70

カ所を超える発電所の建設計画があります。 

 三重県では、昨年の11月から松阪市内において、県内初の木質バイオマス

発電、エネウッド、5800キロワットが稼働しています。そして、来年７月に

はさらに２基が稼働予定です。一つは多気町のクリスタルタウン工業団地で

中部プラントサービス、6700キロワット、もう一つは津市鋼管町でグリーン

エナジー津、２万キロワットが稼働予定です。 

 グラフを見てください。（パネルを示す）これ、津市の数字なんですけれ

ども、平成25年度末、風力発電が１万7400世帯分、太陽光発電が２万5900世

帯分、バイオマス発電が4800世帯分、合計４万8100世帯分の電力を、津市で

は再生可能エネルギーが出力したということになります。２年後の平成29年

度の見通しでは、風力発電が、ここですけれども、２万4100世帯分、太陽光

発電が５万世帯分、バイオマス発電が４万9800世帯分、合計が12万4170世帯

分となり、津市全体の世帯数が12万3384世帯ですので、これに達する。平成

29年度末、津市では、一般家庭で使う電力は全て再生可能エネルギーで賄え

る計算になります。 

 津市における再生可能エネルギーの原点は風力発電であります。青山高原
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に初めて風力発電の風車が回ったのが平成11年５月です。もう16年前になり

ます。 

 私はこのグラフを見たとき、まずはとてもうれしかったです。でも、この

ような動きをより一層、地球温暖化防止や低炭素社会の実現に結びつけてい

くにはまだまだこれからといいますか、今後の産官学の連携による研究開発

とか、県民、市民の参画、志が重要だというふうにも思っております。 

 そこで、木質バイオマス発電の燃料となる木質チップについてですが、来

年７月から県内で３カ所の発電所が稼働した場合、１年間で15万トンを超え

る木質チップが必要になると聞いております。三重県では、県土面積の３分

の２が森林です。１年間の樹木の成長量の合計は、およそ70万立米だそうで

す。木質バイオマスに利用できるのは１本の木のうち約３割だそうですから、

70万立米の３割、21万立米が成長量ということになりますので、必要な15万

トンに対して21万立米ですから、机の上の計算では３カ所の発電で必要な木

質チップは県内の木で賄えるというふうに計算上はなるのですが、そういう

ふうにはまいりません。 

 木を搬出するコストが合わない、放置した山も多いですから様々な問題が

あって数字どおりには伐採は進みませんので、三つの発電所、15万トンの燃

料は、三重県内で補うことは難しい状況になっています。 

 原料調達というのは発電事業者が行うべきものですから、それぞれ事業者

は努力をされて、県外の木質チップであるとか、海外からの原料調達も見込

んでいます。 

 津市のグリーンエナジー津は、ＰＫＳ（パーム・カーネル・シェル）、ア

ブラヤシというヤシの種のから、ヤシがらを、マレーシアやインドネシアか

ら輸入して燃料とします。ヤシの実は石けんとか食料油の原料なんですけれ

ども、それを燃料として木質バイオマス発電を稼働させるということなんで

すけれども、県外や海外からの燃料だけでは、先ほど申し上げた一石三鳥の

効果はダウンしてしまいます。できるだけ三重県内の燃料で発電したいとこ

ろです。燃料となる木質バイオマスの安定供給が、今、大きな課題となって
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いるというふうに思います。 

 そこでお尋ねします。 

 木質バイオマス発電所の原料となる木質チップが、できる限り三重県内で

生産された木材で賄えるようにするため、今後、県としてどのように取り組

んでいこうとしているのかをお尋ねしたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

   〔仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（仲繁樹） 木質バイオマスの今後の取組についてお答えを

申し上げます。 

 木質バイオマス発電の意義につきましては、今、議員御紹介のありました

ように、一石二鳥、三鳥、まさしく林業のこれからの活性化の下支え、さら

には中山間地域の活力向上につながるとして、大きな期待が寄せられており

ます。 

 県内では平成28年夏までに、現在稼働しているものを含め３カ所の木質バ

イオマスの発電所が稼働する予定です。現在、この計画では、木質チップの

需要量は全体で約15万トン、このうち間伐材などに由来する木質チップは８

万トンという計画になっています。 

 こうしたことから、木質チップの増産や安定供給に向けて、林業・木材関

係者、発電事業者により設立をいたしました三重県木質バイオマスエネル

ギー利用推進協議会では、木質チップの品質、規格の統一や、生産経費の低

コスト化に向けた研修会の開催などに取り組んできており、この結果、木質

チップの供給量は年々増加傾向にはございます。 

 しかしながら、木質チップは製材用の丸太生産に伴って発生します端材な

どを利用するため、木材そのものの需要が減退し、あるいは搬出コストが高

い現状では、計画の需要量に対して供給が十分にできていないという状況に

もあります。 

 こうしたことから県では、いわゆる低コスト造林を進め、それによって主

伐の促進や主伐に対応できる技術者の育成などを進めるとともに、県産材の
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需要拡大に向け、公共建築物への利用促進、ＣＬＴなど新たな用途の開拓、

輸出の開拓などに取り組んでいるところです。 

 また、路網の整備や高性能林業機械の導入促進に加え、東紀州地域を対象

とした木質チップ原料の運搬に対する支援、さらには、森林所有者等による

自発的な間伐材搬出を目指した木の駅プロジェクトなども促進をしています。 

 今後もこうした川上から川下までの総合的な取組を、林業・木材関係者と

連携して進め、主伐等の促進による県産材の生産拡大と木質チップ供給体制

の構築を図ることにより、木質バイオマス発電原料の安定供給の実現に向け

て、関係機関ともども取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 

○25番（杉本熊野） 木質チップの供給量は年々増加しているものの、需要量

に対して供給が十分ではないということでありました。それは、木材需要の

減退と高い搬出コストによるということですが、私は、加えて、造林事業と

か、そういった関連予算の減少も影響しているのではないかというふうに

思っています。 

 三重県の造林事業の予算はここ数年でかなり落ち込んでいます。今年度の

予算分の事業は夏で終わってしまったという話も聞きましたし、来年度の造

林事業予算はさらに減るようです。来年の木質チップの供給はますます厳し

い事態に陥りそうなので、大変心配をしています。 

 それから、山の境界の問題も私は大きいかなと思っております。そこが

はっきりしないのでなかなか手つかずの山があるというふうにもお聞きをし

ているところです。 

 そして、今もう、全国そうですけれども、植林してから50年、60年たった

山が大半となっている。本格的な利用時期。けれども、境界がはっきりしな

いので手がつけられないというようなこともお聞きをしているところです。 

 津市では白山町林業研究会というのが木の駅プロジェクトを立ち上げて、

森林の境界確認を行っています。地域で説明会を開催して、自治会の役員と
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研究会の会員が団地の外周を確認して、その後、個人所有者へ説明を行い、

現地で立ち会いのもと境界を確認し、その後、森林組合が境界測量をすると

いう、そういう手順なんですけれども、まさに地域との協創によって山の境

界をはっきりさせている、こういう取組なんですけれども、こういった取組

がこれからの森林整備には大変有効ではないかなというふうにも思っている

ところであります。 

 それから、また、森と緑の県民税の運用見直しの声も聞かせていただくこ

とが多い状況となっています。 

 ほかにもいろいろ課題はあると思いますけれども、３基の木質バイオマス

発電所が来年稼働することを契機に、より一層こういった森林整備が進みま

すように、ぜひ、本当に厳しい予算の中でありますけれども、予算の確保、

そしてさらなる取組をお願いしたいというふうに思います。 

 続いて、新エネルギー推進の観点から、木質バイオマスの熱利用と地産地

消について質問をします。 

 木質バイオマスを発電に利用するとエネルギー効率が30％ですが、熱利用

すると80％がエネルギーに変わります。今さらまきのお風呂というわけには

いきませんけれども、例えば福祉施設などの暖房とかお湯に熱利用をすると

か、そんな取組が推進できないでしょうか。 

 また、東紀州地域については、木質チップ原料の運搬に対する支援をして

いただいております。これは大変必要な支援ですけれども、地球温暖化防止

の面から考えると、輸送距離が長くなればガソリンが多く必要となり、温室

効果ガスの排出が増えるので、木質チップを運搬する距離はできるだけ短い

ほうがよいということになります。 

 地域内の木質バイオマスのエネルギーはできるだけ地域内で消費する。エ

ネルギーの地産地消を推進していくことが私は求められているんだなという

ふうに思っております。 

 これらの点については、現在改定中の新エネルギービジョンでも触れられ

ておりますけれども、こういったところの問題、今後どのように推進してい
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かれるのかをお尋ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

   〔廣田恵子雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（廣田恵子） 木質バイオマスによる熱利用や地産地消の取組

をどのように推進していくのかということの御質問でございます。 

 木質バイオマスの熱利用は、家庭や事業所ごとにボイラーを設置して木質

チップやペレットを燃焼させ、発生した熱を直接利用するものです。その特

徴は、地域の木質資源を活用して、身近な地域において小さな規模の設備に

よりエネルギーを生み出し、その地域内で消費する地産地消の取組が可能な

ことです。 

 これにより、森林の整備、保全、林業の振興、雇用の創出などの地域経済

活性化や低炭素社会の実現などにつながることから、有効なエネルギー利用

と考えております。 

 県内の木質バイオマスの熱利用の代表的な取組としては、まず、全国でも

先進的とされている植物工場の事例があります。これは、木質チップを燃料

としたバイオマスボイラーによる高温の蒸気を食用油製造工場の熱源として

利用し、次に、その排熱を植物工場でトマト栽培の温度調整に利用するとい

う、熱エネルギーを段階的に有効活用するものでございます。 

 また、熊野地域では、木質バイオマスエネルギーの地域内循環に係る事業可

能性調査が行われています。この調査は、地元林業関係者や三重大学が中心と

なり、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）か

ら受託をして、木質バイオマスを活用して地域の雇用確保と経済活性化を図

るため、燃料と資金が地域内で循環する仕組みの構築を目指すものでござい

ます。 

 現在、熊野地域の山林の特性を踏まえた効果的な伐採や搬出方法にはどの

ようなものがあるか、木質チップやペレット製造産業の創出ができないか、

地域内での熱エネルギーの需要先となる施設がないかなどの検討が進められ

ています。 

 木質バイオマスエネルギーの地域自立システムが構築されることで、化石
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燃料を購入するために地域外に流出していた資金を地域内に戻すことができ、

地産地消の取組が実現することとなります。 

 熊野地域の木質バイオマスを活用したシステムを構築するためには、森林

の整備等により木質バイオマス燃料が十分に供給されるとともに、それから、

燃料を継続的に利用する宿泊施設、農園芸ハウス、御質問の中にもございま

した社会福祉施設などといった需要先を確保することが必要であることから、

地元市町と協力して取組を支援していきます。 

 このような植物工場や熊野地域の事例などを参考に、県内の他の地域にお

いても木質バイオマスエネルギーに対する理解や関心が深まるよう取り組ん

でまいります。 

 以上でございます。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 

○25番（杉本熊野） 県内企業や施設等での熱利用の推進、これからもぜひお

願いしたいと思いますし、熊野での事業が今始まってきているということで、

これについては地産地消の取組として、これからも注目をさせていただきた

いと思います。 

 新エネルギービジョン、現在改定中ですけれども、その中にこんな一文が

あったんです。エネルギー政策は国に任せ、電力供給は電力会社に任せると

いった固定観念から脱却し、県としてエネルギーの課題に積極的に貢献しま

すという一文がありました。なるほどと、私はこういう時代になってきたん

だなと思いました。再生可能エネルギーの推進を通して私は、地球温暖化の

原因となっている温室効果ガスの抑制、そういったところを視点にしながら

これからもエネルギー問題を見ていきたいなというふうに思いますし、やっ

ぱり100年後、200年後の地球の環境問題を、今、本当に考えるときだと思い

ます。私もそういう視点でこれからも県政で発言していきたいというふうに

思っております。 

 二つ目の質問に移らせていただきたいと思います。 

 一志病院のあるべき姿についてであります。 
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 平成22年３月、県立病院改革に関する基本方針で、一志病院は県立病院と

しては廃止し、ニーズに応えられる事業者へ移譲する、直ちに民間移譲の手

続を進めることは困難であることから、当分の間は県立県営で運営するとい

う方向性が示されました。 

 あれから５年たちました。この５年間、病院長を中心に全職員一丸となっ

て、様々な努力を重ねてきていただいております。三重大学総合診療科と連

携をし、社会福祉協議会など多様な地域の方と顔の見える関係をつくり、白

山・美杉地域の住民の方々の支えによって、今、一志病院は、知事も本当に

御存じのとおり、新たな姿となり、バージョンアップをしています。 

 今、一志病院が提供しているのはプライマリー・ケア、身近にあってふだ

んから何でも相談に乗ってくれる総合的な医療、プライマリー・ケアです。

また、高齢化によって病院へ通院が困難な患者が増えている地域です。訪問

診療や訪問看護などを積極的に行い、保健、医療、福祉の多職種連携を医療

の立場から推進し、地域包括ケアシステムを構築しているところです。 

 さらには、24時間365日体制で救急医療に臨んでおられ、昨年度の救急医

療患者の受け入れ件数は1182人となっています。 

 広域的な取組としては、地域医療や僻地医療のこれからの担い手として大

いに期待をされている総合診療医を、三重大学と連携して育成しています。

平成19年以降、一志病院で研修を受けた研修医は延べ73名で、うち、初期研

修医が52名、後期研修医として一志病院に勤務した医師は21名です。21名の

うち３名は三重大学出身ですが、残りの18名は県外の大学出身者です。21名

のうち13名は現在も三重県内で勤務をしていただいております。 

 若い医師が県外から流入してくる病院となりました。若い医師は、給料よ

りも、よい研修、よい指導医のいるところを研修先に選ぶと言われています。

県外の若い医師から選ばれる三重県立一志病院となりました。今、三重大学

総合診療科は全国的にも注目度が高くて、西の三重大学、東の筑波大学と称

されているというふうにも伺っています。 

 調査によりますと、全国の医学生が将来なりたい専門医の第２位が総合診
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療専門医であるという結果も出ています。今、一志病院は実践的で先進的な

プライマリー・ケアの研究を行い、学会発表、論文発表なども高く評価をさ

れているところであります。 

 一志病院の診療地域は津市の西部、主に白山・美杉地域であります。津市

は平成24年９月から４年間、三重大学に寄附講座を開設し寄附を行ってきま

した。今年度は3440万円です。４年間の寄附合計は１億320万円となってい

ます。この寄附講座によって、三重大学より医師が今年の場合は３名配置を

されて、救急患者の受け入れや訪問診療が充実をしましたし、美杉地域の診

療所へ医師派遣も実現をしているところであります。 

 このような中、この９月に三重県立一志病院のあり方に関する検討会が設

置されました。委員には、津市の担当理事、それから、白山、美杉の総合支

所長、各連合自治会長、各社会福祉協議会の支部長、一志病院の四方院長、

医師会の会長、訪問看護施設長、三重大学の竹村教授、座長は桑名市総合医

療センターの竹田理事長です。 

 設置の目的は、地域医療構想との整合性を勘案しつつ、一志病院の中期経

営計画の策定を見据え、将来のあるべき姿について改めて検討するとあり、

既に３回の会議を重ねてきているのですが、議論が前に進んでいるのかいな

いのか、私も毎回傍聴しているのですが、よくわかりません。 

 座長のほうからは、第２回の会議で、どういう運営のあり方が望ましいの

かを検討する場であり、答申を出すとの説明もありました。将来のあるべき

姿と運営のあり方は同じでしょうか。それとも似て非なるものでしょうか。

よくわからないまま今日に至っています。 

 そこでお尋ねします。 

 そもそも何のためにどんな意図があってあり方に関する検討会を設置して

いただいたのでしょうか。改めてお聞かせをいただきたいと思います。また、

現時点で、来年度一志病院に何人の医師が確保できるのか、いまだに不透明

であります。緊急事態だと私は思います。津市との協議を急ぐ必要があると

思います。もう12月なのでタイムリミットではないでしょうか。ぜひ地域医
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療における県の役割を明確にしていただきながら、津市と早急に協議を進め

ていただきたいと考えますが、いかがでしょうか。 

   〔佐々木孝治健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 三重県立一志病院のあり方に関す

る検討会の設置目的等でございますけれども、これにつきましては、今、議

員御指摘のとおりでございまして、県立病院改革に関する基本方針が出た後、

同病院を取り巻く状況の変化、これは、今、議員から御紹介いただきました

一志病院の取組もございますし、また、一方で、この地域の人口の動態、こ

れは将来にわたってというところも見据えながらというのも含まれます。そ

して、県において、将来のあるべき姿である地域医療構想を策定することと

されたことを踏まえて、また、同病院の次期中期経営計画の策定を見据えて、

一志病院のあるべき姿について改めて検討しようということで立ち上げたも

のでございます。 

 運営形態のあり方につきましては、確かに第２回に竹田座長のほうからそ

のようなお話もございましたが、一方で、第３回では、座長のほうからは改

めて、そういうことではなくて、あるべき姿について議論いただきたいとい

う御発言もあったかと承知しております。 

 私どもとしましては、ここではあくまでも、この検討会ではあくまでも、

あるべき姿をしっかり今の関係者の方々から御意見をいただきながら、運営

のあり方については県のほうで検討したいと考えています。 

 もう１点、医師の確保につきましては、その第３回の検討会、11月25日に

開催されましたが、この中で津市の代表委員のほうから、寄附講座とは違う

形で一志病院のために予算を確保するという、かなりはっきりした発言をい

ただいたところでございます。県としましても、このことを踏まえまして、

その具体的な内容について、津市をはじめとする関係者と協議を進めてまい

りたいと考えております。 

 以上です。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 
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○25番（杉本熊野） 三重県立一志病院のあり方に関する検討会はあるべき姿

の検討であって、運営形態そのものを議論するものではないと、それについ

ては、その後、県のほうでという御答弁だったというふうに思います。けれ

ども、地元の方はそんなふうに捉えていらっしゃるかなというのが私の疑問

なのであります。 

 この問題については、本当に地域の皆さん関心が高くて、傍聴者がどんど

ん増えています。３回目は大きな会場に変えていただいたほどで、この前は、

青木議員、舟橋議員、北川議員、そして津市議会の議員も数名傍聴をしてお

られました。 

 やっぱりこの高まりというのはこれまでの経過にあると思うんです。平成

22年の方針が出るまで約２年ほどあったと思うんですけれども、その間に

様々激しいやりとりが議会でも地域でもありました。白山と美杉の説明会に

は会場があふれるほど参加者があって、当時は安田副知事にも御出席をいた

だき、厳しい御意見を受けていただいたというふうに記憶しています。 

 その結果が、当分の間、県立県営でしたので、その後、５年たって、５年

ぶりのあり方検討ということなので、地域住民がどんな意識で検討会に臨ん

でいるかというあたりをぜひしんしゃくしていただきたいんです。必死の思

いです。検討会では自治会長が何度も何度も言葉をかえながら、地域の医療

を確保していただきたいと何度も訴えておられます。私、聞いていて本当に

つらいです。 

 先ほどこの検討会の趣旨はということでおっしゃられましたけれども、

やっぱりそのあたりが、参加してみえる委員、多くが地元の方ですので、そ

こと事務局である医療対策局との間にやっぱり意識の大きなギャップがある

かなというふうには感じているところですので、ぜひそのあたりをもう少し

明確に示していただきながら議論のかみ合うような形で進めていただければ

なというふうに思っています。 

 もう既に地元ではこんなふうに言われているんです。事務局は一志病院の

ネガティブな面ばかりを強調している、一志病院を廃止したいという意図が
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強く感じられたと、そんな感想を持って帰られている委員もあって、そのよ

うなことが報告されてもいきますので、これはちょっと困ったことだなとい

うふうにも思っています。 

 住民はやっぱり不安なんです。この５年間ずっと不安でしたし、今、その

不安がまた県に対する不満に変わってきているようにも思いますので、ぜひ

そのあたりはお願いをしたいなと思っています。 

 知事は政策集で一志病院を取り上げておられます。県立一志病院の今後の

運営主体のあり方について、これまでの成果や課題、そして今後の中山間地

医療の展望等も十分踏まえ、津市や三重大学ともともに協議を行い、ここか

らです、平成27年度中に一定の方向づけを行いますという一文があります。

そのこともあってこのような捉えというふうになっているとも考えられます。 

 前回の第３回の検討会で、四方院長より提案がありました。こんな提案で

した。三重県全体の地域医療確保のため、総合診療医の育成、地域看護、訪

問看護のできる看護師を育成して、県内の医療過疎地域へ積極的に医師派遣

し、プライマリー・ケアに関する教育、研究を担っていきたい、そして、全

国に誇れる医療・教育・研究機関として、三重県立プライマリー・ケアセン

ターとして存続していく意義は大きいと考えるという提案でした。ペーパー

にまとめて提案をされ、委員にも傍聴者にも配付をされましたので、知事に

も届いているかと思うんですけれども、届いておられますでしょうか。 

 そこで、知事にお尋ねをいたします。 

 当分の間、県立県営で運営するの方針から５年が経過をしました。一志病

院のあり方に大きな変化が見られます。当分の間を削除し、四方院長の提案

どおり、三重県立プライマリー・ケアセンターとしてはどうでしょうか。医

療過疎地域への総合診療医の派遣は、医師の地域偏在、診療科目偏在の是正

につながり、三重の医療政策としては極めて重要だと思います。いずれ年度

内には検討会からの答申が出されることになるだろうと思います。答申を踏

まえて、津市と県との役割分担をしっかりと御協議いただき、将来を見据え

た一志病院のあるべき姿を平成27年度中に知事に御決断をいただきたいと思
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います。ここは鈴木知事の決断であり、鈴木知事の手腕に期待をさせていた

だきたいと思っております。知事の御所見をお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 一志病院のあるべき姿について御質問いただきました。 

 現在、一志病院においては、家庭医による医療を提供するだけでなく、福

祉関係者や保健関係者などの多職種連携による地域包括ケアを推進するなど、

地域においてなくてはならない医療機関となっていると認識しています。ま

た、家庭医の育成拠点として、家庭医療の教育、研究の場としても重要な役

割を担っているものと認識しているところです。 

 また、私も何度も一志病院を訪問させていただいておりますが、病院ス

タッフもよく頑張ってくれていますし、地域の皆様にも様々御協力いただい

ていることに心から感謝申し上げたいと思います。 

 先ほど医療対策局長からも申し上げましたとおり、現在、医療を取り巻く

環境の変化などを踏まえて、三重県立一志病院のあり方に関する検討会にお

いて、同病院の将来のあるべき姿について議論を行っていただいているとこ

ろであります。今後は、こういった一志病院の取組状況や同検討会の検討結

果を踏まえつつ、しかるべき時期に一定の方向づけを行いたいと考えていま

す。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 

○25番（杉本熊野） しかるべき時期に一定の方向づけをということでお願い

をしたいと思いますが、私はこの５年間、一志病院にかかわってきた人々が

かいてきた汗、一志病院を今の姿に押し上げてきた思いとか力を失速させな

いでいただきたいというふうにも思っております。 

 これからの時代、医療の世界では、総合診療、在宅医療の需要がますます

高まってきます。三重では特にそうだろうと思います。三重県の地域医療を

今後引き上げていく医療政策として、私は大事な役割を担っていける病院だ

と思いますし、まだまだ伸び代のある病院だというふうにも思っております。 

 こういった不採算な地域での病院、こういった病院を輝かせてこそ、私は
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本当の地方創生にもつながっていくというふうに思いますので、どうぞ、知

事のしかるべき時期への決断を期待して待たせていただきたいと思います。 

 それでは、３点目の質問に移らせていただきます。 

 三重県教育施策大綱（仮称）についてであります。 

 施策の大綱ですが、施策を策定する場合、一般的にはまずその前提となる

現状と課題を洗い出し把握するところから始めるのが普通ではないでしょう

か。ちなみに、みえ県民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）最終案、今、

審議中ですけれども、これも全ての施策がまずは現状と課題から始まってい

ます。 

 ところが、今、示されている三重県教育施策大綱（仮称）最終案には、施

策の前提として、教育を取り巻く社会情勢の変化、前提としてこれは示され

ているんですけれども、教育の主人公である子どもの現状と課題や、教育の

担い手である学校、家庭、地域の現状と課題が示されていません。 

 今回の施策は、幼児教育から子育て、それから産業の人材育成とか幅広だ

ということは十分にわかった上で、教育というところ、いわゆるスタンダー

ドな教育というところに絞って質問させていただくんですけれども、そう

いったところが見受けられないのです。 

 知事は今の子どもたちの姿をどのように捉えていらっしゃるのか、気にか

かっている子どもの姿というのはどういったところにあるのか、今の子ども

の現状や課題をどのように捉えているのかをまず私はぜひ聞かせていただき

たいと思います。お願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 今の子どもたちの課題、気にかかっていることなどにつ

いてということでございます。 

 子どもたちの課題は非常に多岐にわたりますけれども、特に気にかかって

いる点ということについて幾つか申し上げます。 

 まず、豊かな人間関係のもとで毎日を意欲的に過ごしている子どもがいる

一方で、まだ学ぶ意欲が持てない、あるいは目標が定まらない中で日々葛藤
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している子どももいて、実態は極めて多様な状況にあると認識しています。 

 そこには、将来に不安を感じている子どもがいます。人間関係がうまく築

けず、友達のことで悩む子どももいます。自分のことを好きになれない、自

尊感情の乏しい子どももいます。中には、日々の暮らしの中で、虐待、貧困

といった厳しい環境に思い悩み、明日への夢や希望を抱くことすら簡単にで

きない状況の子どももいます。このほか、いわゆる小１プロブレムや学級崩

壊などに見られるように、自制心や規範意識の希薄化が一部に見られます。

生活習慣の乱れやネット依存の問題もあります。ネットの問題は、いまだに

なくならないいじめの問題とも絡み合い、その中で翻弄される子どもの姿が

あります。加えて、特別な支援を要する子どもや外国人の子どもの増加によ

り、学校を含め社会全体として一層きめ細かな対応が求められています。 

 子どもたちをめぐる課題について申し上げましたが、それでも一つ確かな

ことは、子どもたちは、逆境や葛藤、苦悩の中にあっても、昨日よりも今日、

今日よりも明日、よりよい自分でありたいと願い、懸命に生きようとしてい

ることです。 

 私は、そういう子どもたち一人ひとりが自らをかけがえのない存在として

感じ、自分の可能性を信じ、人生を大切に歩んでいけるよう寄り添い、支え

ていくことが、教育に携わる者全ての責務であると強く思います。 

 私が教育、人づくりを最も重要な政策分野であると位置づけるのも、今申

し上げた様々な課題に正面から向き合い、子どもたち一人ひとりの未来を豊

かに輝かせたいと切に願うからです。今後とも、県民の皆さんと力を合わせ、

教育施策大綱の基本方針に沿って、三重の教育の一層の充実に向けた取組を

全力で進めていきます。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 

○25番（杉本熊野） ありがとうございました。 

 子どもの生の姿をいろいろと、知事もいろんな姿を想像しながら語ってい

ただいたなというふうに思ってよかったです。 

 ただ、一つ、私、違うなと思ったのは、どの子もよりよい自分でありたい、
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一生懸命生きようとしていることですというところが、私は少し違います。

そういう子どもたちに全ての子どもがなってほしいです。なってほしいけれ

ども、そこへ行けない子どもたちがいる。その子どもたちをどうしていくの

かというところに、私は教育があるんだというふうに思っています。だから、

全ての子どもたちがそこから、そこの子どもの姿からスタートをしてしまう

と、やっぱり教育の本当の日々のところの施策としては少し弱いものが出て

くるのではないかなというふうにも思ったりもしました。 

 こういった子どもの姿がやっぱりどこかに施策の前提として語られていく

べきではないかなというふうに思います。最近、三重県の教育施策とか方針

の前提としているものが、多くの場合、全国学力・学習状況調査であります。

全国学力・学習状況調査で見えるものもあります。でも、それは数字であり、

平均であり、傾向であります。全体は見えても本当に、そういった生の姿、

生の実態は伝わってまいりません。全国学力・学習状況調査は一つの指標と

して、実態として大事ではありますけれども、それが全ての施策の前提とな

る傾向が強い今の三重県の教育の方針には、私は少し異論を持っているとこ

ろであります。 

 特に、県民指標までが全国学力・学習状況調査の点数というのはいかがな

ものでありましょうか。施策の前提はやっぱり、数字でははかれない、点数

だけでははかれない子どもの姿やら現場の姿だというふうに私は思いますし、

そうあってほしいというふうにも思っています。 

 私はそういった意味で、今回の三重県教育施策大綱（仮称）最終案は、子

どもからの目線ではなくて、社会情勢の変化に対応し、社会に発展をもたら

す、社会に貢献する人材育成という社会的な意義、社会的な目線、大人から

の目線の内容が多いのではないかというふうに思います。 

 それはすごく大事なことで、三重県の教育では不易流行ということをこれ

までも時々使ってまいりました。不易流行の流行に当たる部分で大事な点で

はあります。でも、不易の部分が弱くなってはいないかというふうに思いま

す。 
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 現行の教育ビジョンにはこんな一文があります。教育には、時代の変化に

応じて変えていくべきものと、どれだけ時代が変化しようとも変えてはなら

ないものとがあります、今、激動の時代の中にあって、このような時代だか

らこそ大切にしなければならない不易の部分、時間軸を貫いて守り通さなけ

ればならない真髄を基本理念の中心に据えることが肝要だと考えます、教育

の不易の部分、教育の真髄は、教育とは子どもたちの大いなる可能性を引き

出し育んでいくこと、子どもたちの成長を促すことというふうに記述がなさ

れています。そして、教育の基本は、子どもの成長の妨げやつまずきになる

ものを取り除き、自立し、社会参画できるように支えていくことというふう

にあります。 

 私は、この不易の部分、子どもの姿もその中に含まれるんですけれども、

不易の部分が、今回の教育施策大綱（仮称）最終案というか、実は次期教育

ビジョン（仮称）にも非常に弱いのではないかというふうに思っているんで

す。 

 教育施策大綱は知事が策定するものですので、そういう社会的な意義を重

要視するというのは当然だと思いますし、そこは本当に、鈴木知事の非常に、

本当にいい視点で書き込まれているなという部分も感じてはいるんですけれ

ども、今回の教育施策大綱を踏まえて教育ビジョンを策定するということに

なっているので、教育ビジョンにも大きく影響をしています。前半部分は一

緒なんですね。だから、今までのような不易の部分が本当に小さくなってし

まっているんです。 

 ですので、この話というのは大きな枠組みの話なので、１個ずつの項目が

どうのこうのという話ではなくて大きな話なので、今さらどうにもならない

なと、困ったなというのが正直な私の感想であります。そのところが、今、

一番気になっている三重の教育施策大綱にかかわっての問題であります。 

 ただ一つではないんですけれども、今回、考え方というか理念としてすご

くいいなと思っているのは、教育への県民力の結集というところであります。

かつてコミュニティ・スクールが導入されたときに、教育は教育サービスだ
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と、学校はサービスの提供者、子ども、保護者は顧客、顧客満足度をどう向

上していくかというふうに、教育サービスの提供者と受け手という形で整理

をされていた時代がありました。クレーマーというのはそういうところから

出てくるんだと思うんですけれども、やっぱりそうではない。学校、家庭、

地域はそれぞれの役割があって、それぞれの役割を担いながら全てが力を合

わせて教育を推進していくんだという、そういうところに今回の教育施策大

綱（仮称）最終案も立っていただいておるので、私はそこはすごくいいなと

思っています。 

 ただ、これについては、１期目のみえ県民力ビジョン・行動計画では学力

向上県民運動という形でうたっていただきましたけれども、今回はその部分

はありません。ただ、学力向上県民運動、今後どのように次へ展開していく

のかというあたりのところもぜひ、今後、御議論いただきたいなというふう

に思っています。 

 その中で、教育の日を設定してはどうかという、そんなお声もありますし、

いやいや、そういう日の設定よりもそれぞれの取組をもっともっとしっかり

していくことが大事だというような御意見もありますし、様々御意見はあろ

うかと思いますけれども、教育県民運動の向上ということは大事ですので、

そのあたりのところはぜひ今後お願いをしたいなというふうに思っていると

ころであります。 

 続きまして、市町との関係についてでありますけれども、私、今回の教育

施策大綱（仮称）最終案で一番ひっかかった言葉が、「も」という一字に

ひっかかっております。県と市町の役割分担のところで、教育施策を進める

に当たり、市町との意見交換、情報交換を密にし、その主体性も尊重しつつ

一層の支援に努めますというふうに、市町の主体性も尊重しつつというふう

になっています。 

 市町の主体性を尊重しつつなら理解できるんですけれども、主体性も尊重

しつつということは、主体性が尊重されないこともあるということになりま

すし、主体性を尊重しないことが前提となっていて、主体性も尊重しますよ
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ということになるというふうに私は読み取ることもできるかなと捉えてしま

いました。 

 どんな場合を想定しているのか、また、市町との関係をどう考えておられ

るのでしょうかというところをお聞かせいただきたいと思います。 

 そういうふうに見てみますと、個別の施策でも随分市町のところに踏み込

んでおられるところがあります。例えば、市町担当者が講師となり出前授業

を実施しますと書いてあるんですけれども、市町がするところを書き過ぎ

じゃないかなと、やらなかったら、尊重はするけれども、市町の主体性も尊

重するけれども、やらなければ指導するよぐらいの勢いで、これ、書いてお

られるのでしょうかというあたりについてお聞かせをいただきたいというふ

うに思います。 

 それから、最後に、産業政策のところなんですけれども、特にここで目

立ったのが、人材確保とか創業支援とかいうところが施策にあるんですけれ

ども、人材確保とか創業支援、これ、大事なことなんですけれども、これ、

教育施策でしょうかというふうに、非常に教育施策の範囲を広げて書かれて

いるんだなと読んだらいいのか、それとも、各部局が出してきたものをその

まま載せたのでそのままの文言になってしまったのか、そのあたりのところ

をお聞かせいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 市町との関係でございますけれども、三重県教育施策大

綱（仮称）最終案では、県と市町の役割分担について、市町の役割を義務教

育、幼児教育の責任者と位置づけた上で、県の役割を、全県的な教育水準の

維持向上に主体的な役割を果たすこと及び市町との意見交換、情報交換を密

にし、その主体性も尊重しつつ一層の支援に努めることとしています。 

 読み方というか、お話がありましたけれども、各市町の主体性を尊重する

ことは極めて重要であり、県として当然のことであります。一方、全県的な

教育水準の維持向上に主体的な役割を果たすことも県の責務であり、必要が

あれば一歩踏み込み、市町に対する提案を行い、全県的に推進していく覚悟、
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姿勢を持つことも同様に重要なことであると認識しています。 

 案件によっては県内一斉に取り組んだほうが成果につながるものもあり、

こういうときこそ、県がリーダーシップを発揮していく必要があると考えま

す。 

 教育施策を進める上で何より大切なのは、子どもたちにとって何が重要か

ということであり、今後とも常に子どもたちを中心に据え、市町と協議する

中で最も適切な対応を選択していくというスタンスで取り組んでいきたいと

考えています。 

   〔竹内 望戦略企画部長登壇〕 

○戦略企画部長（竹内 望） 教育施策大綱の扱う政策の範囲ということにつ

いて御答弁をさせていただきます。 

 三重県教育施策大綱（仮称）最終案では、幼児期の教育から社会人の教育

に至るまで、ライフステージに沿った主な取組を記載しておりますが、ここ

では教育委員会所管の取組だけではなくて、産業構造の変化あるいはグロー

バル化など時代の変化を踏まえるとともに、地域活性化といった視点から、

産業人材の育成といった知事部局所管の取組も含めた、教育・人づくり政策

という視点で幅広く取りまとめているところでございます。 

 取りまとめに当たりましては、教育の充実に関する施策、それから、産業

振興、地域振興等を目的とした人づくりの施策、それから、教育、人づくり

を進めるために必要な環境の整備や改善、こういった視点の施策という三つ

の視点で整理をしておりまして、具体的には、人材育成に係る直接的な施策

ではなくても、人づくりのための環境整備、あるいは活躍の仕組みづくりな

ども広く教育・人づくり政策に含めて教育施策大綱（仮称）最終案を取りま

とめているところでございます。 

   〔25番 杉本熊野議員登壇〕 

○25番（杉本熊野） 市町と県との関係ですけれども、市町には市町の役割が

あり、主体性があり、県には県の役割、県の教育水準を維持するという県の

役割があり、主体性があると思うんです。それはそれぞれの主体性でありま
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す。それを推し進めるに当たっては、やっぱり対等な関係の中で連携をしっ

かりとしながら進めていくというのが私は基本ではないかと思います。 

 ですので、今、知事から御答弁いただきましたけれども、三重県の教育水

準を維持していくという、その責任はよくわかりますが、「も」というのは、

やっぱり私はいかがなものかというふうに思います。 

 それから、人づくり、人材育成だけではなくて、環境整備も含めて三重県

教育施策大綱（仮称）最終案はくくりましたよということなので、それはそ

れで理解をさせていただいて、教育施策大綱はこういうことだなと、こうい

うものだなと、非常に幅広で全庁的に、人づくりだけではなくてその環境づ

くりも含めて書いているんだというふうに、それはそれで、なので、前提と

なるものは社会情勢の変化やということで理解をさせていただくのですが、

それを踏まえて教育ビジョンにどう反映させていくかというところが、非常

に私は私の持っている疑問はそこにあるんだろうなというふうに思いました。

余りにも引っ張られ過ぎているところがあるのではないかなと、そんな感じ

も受けているところであります。 

 最後に、貧困のことも少し触れさせていただきたかったんですけれども、

時間が来ましたので１個だけ紹介させてください。 

○議長（中村進一） 杉本議員に申し上げます。申し合わせの時間が経過をい

たしましたので、速やかに終結願います。 

○25番（杉本熊野） 少し子どもの実態を申し上げたかったのですが、またほ

かの場面で申し上げたいと思います。 

 では、これで終了させていただきます。ありがとうございました。（拍

手） 

 

休          憩 

○議長（中村進一） 暫時休憩いたします。 

午後０時３分休憩 
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午後１時０分開議 

 

開          議 

○副議長（中森博文） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（中森博文） 県政に対する質問を継続いたします。51番 西場信行

議員。 

   〔51番 西場信行議員登壇・拍手〕 

○51番（西場信行） 皆さん、こんにちは。鈴木英敬知事、こんにちは。 

 このごろみんなが言っておるんですが、英敬知事が非常に元気だと、こう

いうことでまことに結構やと思います。知事の元気は三重県の元気につなが

りますから、頑張ってやってください。 

 私、西場はさほど元気ではありません。今までどおりぼつぼつやっており

ます。今回の質問も今までどおり同じタイトルです。10年ぐらい一緒でござ

いまして、ちょっと何とかしたいなと思いながら今回もこうなったことを、

ひとつ温かくお見守りいただきたいと思います。 

 それでは、早速始めさせてもらいたいと思いますが、先ほど午前中の服部

議員も言われましたけど、もう１年ぶりかな、大分久しぶりの登壇ですので

知事と大いに議論したいと、こう思ったんですね。事前通告というのがあり

まして、そこでこういう質問をするといったら、あなたの質問は範囲が限定

されておって細かいから部局長が答えたほうがいいと思いますと担当の方か

ら御指導いただきまして、知事の出番はなさそうでございますので、これも

御理解をいただきたいと思います。 

 それでは、まず、地域資源を生かした三重の魅力発信というところから始

めますが、伊勢志摩サミット、これは、三重の地域資源の魅力を発信する好

機であると、こういうように思います。サミットの効果といいますか、ポス

トサミットといいますか、これをどこへ持っていくかというのは、非常に広
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範囲でいろんなことをつなげたいんですが、あえて一つに絞るとすれば、観

光振興だろうと。三重の観光振興につなげる。 

 知事就任以来、観光三重の取組、「それ、ぜんぶ三重なんです！」、かつ

てないスローガンも掲げていただいて今日に来ていますから、何とかこの好

機を逃がさず、その集大成を図っていく、そんなことかなと、こういうふう

に思っておりまして、今回は、世界に向かって三重の魅力を、地域の魅力を

どう発信していくかと、こういうことになろうかなと思います。 

 私は本日の質問で、その地域の魅力の発信を、大杉谷峡谷と、日本遺産、

国史跡斎宮跡の魅力の発信と、こういうような思いで取り上げさせてもらい

ました。 

 ６月８日に６月定例月会議がありまして、代表質問があったんですが、そ

のときに知事が伊勢志摩サミットが決まったということで思いを述べられた

一部があるんですが、配偶者プログラムにて、例えば斎宮のいつきのみや歴

史体験館に行っていただき十二単を着ていただいてという話がありまして、

地元明和町ではサミットに対する期待がその言葉でぐっと盛り上がっている

わけでございます。 

 私はさらにそれを一歩踏み込みまして、もしかしたらあのドイツのメルケ

ル首相が斎宮を訪れていただけないか、十二単を着ていただくことがあるか

もしれないと、こんな夢が膨らむんですね。 

 そんなことからこれからは、追試でやっと単位を取ったドイツ語でありま

すが、何とかそのドイツ語も勉強せねばならんのかなと思って、そして、優

秀な県職員の人に１人頼んだら、こういうの、どうですかと言われてもらっ

たのが、十二単、ツヴァル・フラ・ギゲン・キモノ、こういうことでござい

まして、こういうことを、日本の文化を世界の首脳に知っていただく絶好の

機会かなと、こう思っておりますので、知事、例えばの話でございますが、

これが実現できるように、ひとつ引き続きの知事の活躍を期待しておきたい

と思います。 

 さて、９月26日に待望の斎宮跡東部整備事業として、平安時代の建物復元
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が竣工いたしました。そして、10月24日にはさいくう平安の杜のオープニン

グセレモニーが盛大に開催していただきまして、鈴木知事はじめ、多くの関

係者の皆様方に来ていただきました。関係者の皆様の御努力のおかげであり

まして、地元議員として改めて御礼申し上げます。ありがとうございました。 

 そういうところで改めてお願い、お伺いしたいのは、このたび立派に完成

していただきましたさいくう平安の杜について、多くの見学者が訪れる魅力

ある施設としていくために、今後どのように活用していくのか、つくりっ放

しにしない県の決意、方針を伺いたいと思います。まず、お願いします。 

   〔髙沖芳寿環境生活部長登壇〕 

○環境生活部長（髙沖芳寿） さいくう平安の杜が完成をして、今後どのよう

に活用するかということでございます。 

 斎宮歴史博物館では、復元建物など、さいくう平安の杜、これを中心とす

る東部整備事業、これの計画立案時である平成19年度に、学識経験者、明和

町をはじめとする地元の皆さんで構成をいたします斎宮跡整備・活用検討会

を立ち上げまして、史跡斎宮跡東部整備基本計画の策定に取り組んでおりま

す。 

 明和町におきましては、この基本計画と整合を図りながら平成22年２月に、

斎宮跡を核とした町の活性化基本方針、これが策定され、斎宮跡を核とした

様々な活性化方策、あるいは取組例などが明らかにされました。 

 この方策等の中で、復元建物を利用した小・中学校教育、あるいは学会、

協議会等の大会誘致、雅楽等の野外コンサートや夜をテーマとしたイベント

の開催など、復元建物を活用するものも盛り込まれておりまして、これらは、

復元建物を中心とするさいくう平安の杜、これを管理運営していただいてい

る明和町をはじめとする地元の皆さんが、関係者と協働して取り組むことと

されておるところでございます。 

 県のかかわりでございますけれども、施設整備を担っております県といた

しましてもこの方針の策定にはオブザーバーとして参加をいたしまして、さ

らに、方針策定後の平成23年度には活用検討チームを立ち上げまして、同町
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や関係者の皆さんに活用方策等についてアイデア、御要望をいただき、これ

らを参考にして復元建物等の実施設計を行うなど、整備を進めてきたところ

でございます。 

 復元建物の完成後、今、議員がおっしゃいましたように10月24日から、明

和町、これはさいくう平安の杜のオープニングでございますけれども、ここ

から明和町による管理となっておりまして、24日、25日には、同町をはじめ

とする地元の皆さん方に御協力をいただいて、オープニングに合わせて、復

元建物において、先ほど申し上げました雅楽の演奏、あるいはフルート、

ハープのコンサートや機織り体験などを盛り込んださいくう平安の杜フェス

タを開催したところでございます。これらは復元建物の今後の利活用に当

たってのモデルになったのではないかというふうに考えております。 

 県といたしましても、11月26日、27日には、県も参画をいたします大規模

遺跡調査連絡協議会、これの全国大会を誘致いたしまして開催したことに加

えまして、来年１月下旬から３月にかけては、東京や大阪で復元建物等を

テーマといたしましたセミナーを開催して、情報発信に努めておるところで

ございます。 

 引き続き、明和町をはじめとする地元の皆さんとともに、活性化方策等に

掲げられました、小・中学校教育、あるいは学会、協議会等の大会誘致、イ

ベントの開催等、情報発信等に取り組み、多くの皆様に愛される施設にして

いきたいと考えております。 

 さらに、伊勢志摩サミット開催という機会を捉え、県内外はもとより外国

人観光客に対しても、さいくう平安の杜をはじめとする史跡斎宮跡につきま

しての情報を積極的に発信し、その活用を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 答弁いただきましたが、これから重要なことは活用であ

ります。どう活用していくか。ここに、県の遠慮といいますか、どちらかと
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いえば県が応援団に回るというような言い方が県のほうに多いと思う。公有

化した土地を維持管理していくというのはもう、まさにその保全管理は町の

仕事です。これが国史跡指定されたころ、当時の副知事と明和町長が結んだ

基本なんですね。 

 しかし、そのころは、埋蔵文化財の上にそんな建物を建てるなんていうこ

との発想はなかったんです。だから、これほど、博物館、体験館、そして、

こういう平安の建物というのが、時代の要請で新しい文化の流れの中で来て

おりますから、こういうものをどう活用するか、建物維持をどうするかとい

うことについては、新しい、また、必要に応じて、県と町が協議をしてお互

いに協力していくようにしないと、いつまでもあの文面だけにこだわったも

の、つくるのは県だと、あとは町任せだということになってはいけない。 

 そこをよく意識して、特に活用については、それは町も努力してもらわな

くちゃならないけれども、いろんなノウハウや情報を持った県が積極的に乗

り出す必要がある。それを期待しておきたいと思います。もう少し突っ込み

たいんですが、これはここまで。 

 そして、次は発掘調査の拡大をお願いしたい。調査開始からもう45年たっ

たんです。史跡指定から36年たったんです。史跡全体は137ヘクタールあり

ます。頑張ってはおるんですが、調査はまだ16％、わずかですね。わずかに

すぎない。そして、私が史跡指定当時、議員になった当時聞いたのは、史跡

は広いから斎宮の全容がわかってくるのは恐らく100年先でしょうと言われ

て、何と気の遠くなるような事業だなと、驚いてびっくりした。しかし、も

う既に半世紀過ぎたんですね。その100年の約半分が来たのにまだ16％なん

です。 

 発掘調査面積は、当初は毎年3000平米ぐらい発掘しておった。どんどん、

どんどん少なくなってきて、今は毎年300平米ですよ。これを計算機片手に

はじきましたら、137ヘクタール調査するのに、昔の3000平米だと380年かか

る。今の300平米で調査したら3800年かかると。いいですか。今から3800年

先にあの斎宮の全容が解明されるなんていうことは考えられないし、そんな
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ことはあってはならない。地元の住民の方からは、自分たちが生きている間

にふるさと斎宮が、幻の宮でない、本当に斎宮の姿を知りたい、こういうよ

うな言葉が多くなってきております。そこで、発掘調査の拡大促進をお願い

しようと、こういうふうに思うんです。 

 ですから、そのとき折々の財政や状況に左右されない中長期の発掘計画を

まず立てて、それで基本を決めてください。10年先、50年先、100年先にこ

うなるというものをきちっと決めてもらわねばならない。できることなら、

毎年１万平米、１ヘクタールやれば何とか、100年では足らないかもわから

んけれども、100年後にはおよその姿がわかる、こういうようなことをこれ

からやっていかなきゃならない。中長期計画の策定についてお伺いいたしま

す。 

○環境生活部長（髙沖芳寿） 発掘調査の進捗が遅いということで、基本的な

計画をということでございます。 

 史跡斎宮跡の計画的な発掘調査、これにつきましては、国史跡として指定

されました昭和54年に開始して以来、今現在まで重点的に発掘調査を行うエ

リアを変えながら取り組んでいるところでございます。 

 平成８年３月に、県及び町の教育委員会が史跡斎宮跡整備基本構想を策定

して、それまでの発掘調査結果や土地利用の形態、これらを踏まえて史跡を

六つのエリアに区分して、それぞれの特性と課題を整理して、発掘調査や整

備の方向性等をこの基本構想の中で明らかにし、これに基づき発掘調査を進

めてきております。 

 その後、平成19年度以降につきましては、復元建物を中心とした史跡公園

整備のために、史跡東部の柳原地区を中心に発掘調査を行っております。こ

れらの計画的な発掘調査の結果、昭和54年までは45年から始まった試掘調査

の期間でございましたけれども、あわせて、今おっしゃっていただいたよう

な約16％の進捗状況になっておるということでございます。 

 ただ、現在注力しています発掘調査及び整備については、今月中に完了い

たします予定の古代伊勢道地区の整備で一区切りを迎えると、そういう状況
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の中で、今後ですけれども、この基本構想において柳原地区とともに、計画

的発掘調査を検討すべきと位置づけられたエリア等の発掘調査に重点を移し

ていかなければいけない、そういう必要があるというふうに認識をしており

ます。ただ、発掘調査を実施するためには、国の文化審議会の見解を踏まえ

た文化庁の許可が当然必要でございます。そういったことも踏まえて、まず

は県として学識経験者等から御意見をいただいて、発掘調査の中長期的な方

針、これについては策定していきたいというふうに考えております。 

 この策定につきましては、史跡斎宮跡調査研究指導委員会、これに、学識

経験者等で構成されます検討委員会というのを設置いたしまして進めていく

こととしており、現在までに委員の委嘱は終わりました。検討の参考といた

します他団体の発掘調査方針等々も整理しておりますので、今後、検討作業

に注力して、今年度中に第１回の検討委員会を開催し、平成28年度中を目途

に方針をまとめたいというふうに思っております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 中長期計画まで行かないので、しかし、中長期の方針を

出すという形のところで、少しは前進かなとは思いますが、私の思いはまだ

まだ通じていないように思います。 

 道路をつくるからそこをやる、この区画をするからそこをやる、その行き

当たりばったりじゃなしに、斎宮の全容を解明していくために、毎年数値目

標を３年、５年、10年というもので立ててやっていかないと、この斎宮の解

明はなかなか進まないです。 

 それとあわせて公有化。発掘調査が進めば、公有化をしていく場所もまた、

今の現在の計画からさらに膨らむ可能性がある。公有化の計画につきまして

も見直しをしていただきたい。 

 これは、こちらを向いていますが、予算は、山口千代己教育長、あなたの

ところでございまして、この取組をしっかりし、これからの発掘調査の促進

とともに、しっかり検討していただきたいなと。 

 特に、なぜ斎宮が来たのかという初期斎宮の部分について、そろそろ調査
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と、それから公有化というものを目指していく時期が来たのかなと、こうい

うようなことも思います。 

 知事には少し意識を持ってもらいたいのは、発掘調査をこちらを見て言う、

公有化はこちらを見て言うという、分かれておる県の斎宮に関する行政のあ

り方、これについてはいろんな課題があると思う、法律もありますけれども。

少しこのあたりを、既定の事実にせずにいいものを考えてもらうことを要望

しておきたいと思います。 

 次に移らせてもらいます。 

 次は、もう一つの地域の資源、大杉谷についてであります。大杉谷のエコ

パーク拡張登録を契機とした地域振興ということでございます。 

 ユネスコエコパークというのは生物圏保存地域という日本語になるらしい

のでありますが、昭和55年に大台ヶ原・大峯山が認定されて今日を迎えてお

るんですが、そのエリアの拡大登録が順次進められまして、来年３月にペ

ルーでしたかで開かれる本部の会議にかけられるということで、その期待が

膨らむところです。 

 聞くところによりますと、世界遺産というのも一方であるんですが、ヨー

ロッパなどへ行きますと一般市民の認知度としては世界遺産にまさるとも劣

らないような認知度がありまして、そこに登録された地域には非常に観光な

り交流なりに訪れる方が多いと、こういうように聞いておりまして、この拡

張登録が今後、三重の魅力発信、あるいは地域の発展につながるという意味

で大変期待をするわけでありますが、この現在進行しております大台ヶ原・

大峯山・大杉谷ユネスコエコパークの拡張申請について、県はどのように把

握しているのか、また、エコパークについて県はどのようにかかわっておら

れるのか、いこうとされるのか、伺います。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） 大杉谷のエコパーク拡張登録等について御答弁申し

上げます。 

 自然と人間社会の共生を重視した登録地域であるユネスコエコパークは、
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平成27年11月現在、我が国では７地域が登録されています。本県においては、

大台町と奈良県の五條市、上北山村など合わせて７市町村にまたがる大台ヶ

原・大峯山ユネスコエコパークが昭和55年にユネスコから認定、登録されて

おります。 

 当初は、生態系を厳格に保護する核心地域と、自然環境教育などで利用可

能な緩衝地域の２地域が設定されていました。しかしながら、平成20年に、

地域住民が自然を活用することを目的とする移行地域を新たに設定すること

が義務づけられました。 

 そこで、県教育委員会といたしましても、国、奈良県及び県関係部局との

調整を進めた結果、大台町を発起人とする関係７市町村で、大台ヶ原・大峯

山ユネスコエコパーク保全活用推進協議会が、平成26年１月に設立されたと

ころでございます。 

 県教育委員会では、核心地域に国指定天然記念物大杉谷の指定地が含まれ

ることから、移行地域の設定を含めたゾーニングの見直しにかかわるなど、

協議会が行う再登録の手続を支援してまいりました。なお、再登録に当たり、

登録名を大台ヶ原・大峯山・大杉谷ユネスコエコパークに変更し申請を行っ

ており、本年８月にユネスコ国内委員会から了承され、来年３月のユネスコ

委員会で審議、最終決定される見込みでございます。 

 県教育委員会といたしましては、再登録が決定された後においても、協議

会主体のエコパークのロゴやパンフレットの作成、さらにはホームページに

よる情報発信をはじめ、天然記念物の保護や自然環境教育への活用などに対

して助言と調整を行ってまいります。 

 以上でございます。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 県、そして教育委員会でも取組をしていただくというよ

うなお言葉でありましたけれども、さらなる努力をしてほしいと。その二つ

を比較する必要はありませんけれども、世界遺産については今、いろいろ熱

心な取組が進められております。このユネスコエコパークについても、大台
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町は大変熱心に今取り組んでいますが、三重県にとって今回の拡張登録とい

うのは大きなエンジンになると、こういうように思います。 

 近年では、宮崎県の綾地域がとってから、このエコパークを活用した地域

づくり、地域おこしが大きく展開している。あれだけの大台ヶ原であり大杉

谷の自然ですから、これはもちろん教育委員会の切り口も大事だけれども、

三重県としての地域の振興にも大事なところでありまして、農林水産部や地

域連携部とも連携した展開を今後求めておきたいと思います。 

 そして、次に移りますが、このようなエコパークの拡張登録を機にして、

大杉谷地域が内外から注目を集めることになると、こういうように、また、

なってほしいと期待するところでありますが、この大杉谷へいざなう、大台

町へいざなうための交通インフラ、これは道路整備になります。この道路整

備の中で、特に大杉谷につながる道路として、３点の大きな課題があろうか

なと思います。 

 一つは、国道422号、池坂峠付近の課題です。もう一つは、県道大台ヶ原

線、池ノ上地内の狭隘場所の課題です。もう一つは、県道大杉谷海山線、今

現在、災害により十数年通行どめが続いておりますが、この整備の課題であ

ります。 

 過日、池坂峠につきましては濱井議員のほうから質問があり、前向きな答

弁が出てきておるところでございますが、この３路線につきましては、いつ

も申し上げる課題になりますが、60年前にダム建設時に宮川総合開発事業と

して約束、水没地域、大杉谷と交わされた、大杉谷水没地域特別対策要綱の

要望路線であり、県がその改修、改良を約束した路線であります。60年の年

月がありますが、今も残る課題として、対策を急がねばなりません。 

 当時を直接知らない鈴木県政にとりましても、宿命として担っていただか

ねばならない課題だと思いまして、格別の配慮をお願いしたいと思います。 

 そういうことで、このことについての取組をお伺いします。 

○県土整備部長（水谷優兆） それでは、大杉谷地域の道路整備についてお答

えします。 
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 まず、国道422号の池坂峠については、早期の事業化は困難ですが、本年

６月と７月に、県職員と大台町、紀北町職員が合同で行った現地確認に引き

続き、事業実施の可能性について研究を進めていきたいと考えております。 

 次に、県道大台ヶ原線については、国道422号八知山拡幅の完成のめどが

立ったことなどから、大台町久豆から桧原にかけての660メートル区間の２

車線改良に着手をすることとし、本年度は道路の設計を行っております。 

 そして、県道大杉谷海山線については、本年４月の豪雨などにより３カ所

で、のり面の崩落でありますとか路側の決壊が発生をしました。このうち、

尾鷲建設事務所管内の１カ所の復旧工事には既に着手をしているところであ

り、残り箇所も含めて早期の開通を目指して取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） ありがとう。 

 前回の山本議員に見習ってパネルを用意してきたんですが、出すのを忘れ

ておりました。（パネルを示す）一つ前になりますが、大杉谷の魅力をこれ

で、皆さん、実感していただきたい。これはシシ淵といいます。この登山道

を入りますと間もなくあらわれますが、この向こうに見えるのはニコニコ滝、

いい名前でございます。こういうものが続いて、千尋、堂倉、光滝、様々な

滝を見ながら大台ヶ原へ登山していく、こういうエコパークの状況でござい

ます。 

 そして、これであります。（パネルを示す）これは、今、水谷県土整備部

長が話していただきました平成16年以来、あの豪雨災害以来、崩落いたしま

した道路がもうすぐ開通の近くまで来ておるんですが、県土整備部として努

力していただいておりますが、今、この桑木谷の入り口のあたりで、この崩

落がまだこの状況。ついこの間の写真でございます。これを撮りに行ったら、

鹿にたくさん出会いました。そういう今の状況。 

 大杉谷水没地域特別対策要綱にも書かれた懸案の課題でございますので、

これについて特段の実行をお願いいたしたいと思います。 
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 続いて、大杉谷渓谷の入り口ともいうべき宮川ダムの課題につきまして一

つお願いしたいということであります。 

 平成16年豪雨災害のときに大変な土石流がありまして、尊い人命までも奪

われたということでございます。今もその爪跡は残りまして、河川本流でも

多大な、100万トンを超す土砂が宮川本川にたまっております。 

 宮川ダムの当時のダムへの流入は、ダムの計画水量は100年に１遍の大雨

を予想して、毎秒1500トン来ても、500トンをダムでためて、1000トンを流

すという、こういうダム計画なんですが、そのときに襲ってきた雨の量は毎

秒4000トンだと言われておる。それほどのことでありました。 

 こういうことを思いますと、河川もそうですが、宮川ダムに流入した土砂

というのは大変じゃないかなと、こういうように思います。 

 これをちょっと見てください。（パネルを示す）これは、ダム湖を少し奥

のほうへ入りまして三発に近づきますと桑木谷というのがあります。先ほど

崩落しよった道路の入り口の部分ですが、この上流の海山のほう、向こうは

海山になりますが、来る土砂が大量にこのダムに押し寄せてきている。これ

は、豪雨災害のときのみならず毎年、毎回の大雨、台風のときにどんどん流

入してくる土砂でございます。 

 この宮川ダムに堆積する堆砂量の問題を今回お願いしていきたいと思いま

す。それは、堆砂量を綿密に正確に計測していただきたい、こういうことを

願っての質問でございます。 

 そのお願いの観点が二つあります。 

 一つは、日本経済新聞の平成26年10月の記事によりますと、会計検査院が

全国の23都道府県の211カ所の治水ダムを調査したところ、106カ所のダムで

底以外の斜面の部分に土砂がたまっていることが判明した。当然のこととい

えば当然なんですが、きちっとした公的機関がそのように調査をしてもらっ

たということでございます。 

 ダムへ流入する土砂は底の部分にたまるという前提で設計されております

が、斜面にたまるとどうなるかといいますと、洪水時の調整に使う洪水調整
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容量が減少します。大雨の洪水時の治水機能を低下させます。そこで、会計

検査院は国土交通省にその対策を求めたということでありました。斜面の土

砂というのは、（パネルを示す）まさにこういうような状況であろうかなと、

こう思います。底部へ行くまでに、この斜面にたまっているわけですね。 

 第２点の観点は、平成24年８月、少し古くなりますが、地元の新聞である

夕刊三重の記事によりますと、ダム湖の湖底の堆砂量の調査を、松阪市飯高

にあります蓮ダムで最新の方法で改めて測量調査をした結果、計画を上回る

ペースで堆砂が進んでおるということが判明したと。運用開始から20年しか

ないのに、既に86年分の堆砂があるということがわかったというんです。 

 旧来の調査は平均断面法というそうです。新しい調査はスライス法という

調査でございます。でありますので、スライス法は事業費がかさむかもしれ

ませんが、正確に計測できるとすれば、これを改めて県として宮川ダムで適

用して調査をしていただけないか、こういうお願いと質問です。 

 よろしくお願いします。 

○県土整備部長（水谷優兆） 宮川ダムの土砂の堆積状況の調査についてお答

えをします。 

 議員からも御紹介がありましたが、ダムにおける土砂の堆積状況調査の目

的は二つございます。一つは土砂が堆積する傾向を把握すること、二つ目は

洪水調節容量を確認することです。 

 これまでの堆積土砂の調査では、土砂が堆積する傾向は想定を下回ってお

り、洪水調節容量も十分確保されておることから、堆積土砂の撤去は行って

きませんでした。 

 しかしながら、国管理の蓮ダムで調査方法を変えたことなどもあり、宮川

ダムにおいても、平成28年度、来年度は、蓮ダムと同様の、いわゆるスライ

ス法で調査を行い、まずその結果を確認した上で、今後の調査方法について

検討していきたいと考えております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） ありがとうございました。長年、質問をやっていますが、
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こんなに明確に私の質問に答えていただいた答弁は久しぶりでございました。

ぜひともよろしくお願いをいたします。 

 少し時間も気になってきましたが、次へ行きます。次じゃないな。もう一

つあるんです。大杉谷、引き続きですね。 

 先ほどからいろいろ話したように、ユネスコエコパークが、拡張登録があ

ります。そして、豪雨災害でストップしておった大杉谷登山道が、昨年10年

ぶりに再開をされたということもございます。宮川ダム湖には民間の団体に

よります観光船が運航を始めました。（パネルを示す）望郷丸、こういうこ

とでございまして、これが、運航が開始されております。 

 こういうことから、エコパークも含めて、国内外はもちろん、そして伊勢

志摩サミットを控えて、世界に大杉谷の門戸を大きく広げていくチャンスが

来たのではないかなと、こういうように思いまして、これから、この大杉谷

の地域振興、とりわけ観光振興に、県に力を入れていただきたい、こういう

思いでございます。 

 また、（パネルを示す）この写真を使って古いことを言って恐縮ですが、

これ、看板があります。看板の向こうに見えているのは宮川ダム管理事務所、

堰堤の上に建っています。その宮川ダムの横に立つこの看板に、宮川ダムの

目的というのがあります。洪水調節、かんがい用水、発電、そして観光です。 

 ダムに観光ってどういうこと、こういうことになるのでありますが、これ

は前にもお話しいたしましたように、この宮川総合開発事業には四つの目的

があるということでございまして、当時、ダム建設、そして水力発電事業に

着手するに当たり、この総合開発事業が観光をひとつ動かすと、こういうこ

とが県の決意だったわけですね。大杉谷は豊かな自然の宝庫であり、この自

然景観を活用した観光振興をもって、この地域と、そして三重県の振興につ

なげようと、青木知事、そして田中知事がこのように決意をされたわけであ

ります。 

 この宮川ダム建設を機に、近鉄が開発して運営してきた大杉谷登山道を三

重県が引き受けた、こういうことです。昭和15年に近鉄が自分自身の手で観
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光振興をやろうということで開発した登山道、これを営々と近鉄がやってき

ました。桃の木小屋も建設をいたしました。昭和30年になって宮川ダムをつ

くった。県が観光をやろうということで、これを受けたんですね。今現在、

農林水産部みどり共生推進課がこれの管理運営に当たっておる、こういうこ

とであります。 

 このような歴史、経緯を踏まえますと、県として、大杉谷峡谷、そして宮

川ダム周辺における観光振興というものは、特段の支援、取組をしていただ

かねばならん、こういうことを改めてお願いしたいと思います。 

 斎宮のときに十分お願いできなかったので、また思い出してお願いをさせ

てもらうとすれば、斎宮につきましても、今、実物、建物を復元化しました。

さいくう平安の杜も完成しました。今までの博物館があり、体験館があり、

こういう施設がそろってきたことから、また、文化庁からはこの４月に日本

遺産の認定をいただいた、こういう大きなインパクトもあります。 

 日本遺産については、知事、御案内かわかりませんが、骨太方針、経済財

政運営と改革の基本方針の中で、文化芸術立国を目指す、日本遺産など魅力

のある日本文化の発信を行う、文化財の保全、活用、継承に取り組む、これ

は国の骨太方針です。同じ閣議で決定された日本再興戦略の中にも、未来へ

の挑戦ということで、日本遺産認定の仕組みを新たに創設して、歴史的魅力

にあふれた文化財群を地域で、国内外に戦略的に発信する、これ、国の方針

なんです。 

 これをひとつ、きちっと受けとめてやっていく、今、三重県としても、材

料は来たのかなと。サミットを踏まえて、世界に通用する魅力ある観光地域

づくり、そして、外国人旅行者の受け入れ環境の整備、こういうものを、こ

の大杉谷、そして斎宮においても展開していただきたいと、こういうように

思うんです。 

 そこで、少し、もう大変な時間の超過になってきましたが、この大杉谷の

自然と、日本文化の粋ともいうべき斎宮跡を、全国、世界に発信していくた

め、県当局の積極的な取組、観光振興を実効ある本物にしていきたい、こん
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なことで、県の決意、方針をお伺いします。 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 大杉谷と斎宮につきましての観光振興に

ついてお答え申し上げます。 

 大杉谷は、数多くの滝や手つかずの原生林、渓谷の巨岩などが点在し、登

山、キャンプなど、大自然を楽しむ人気のフィールドであるとともに、宮川

ダム湖では、遊覧船など、気軽に絶景を楽しめる、魅力あふれる地域でござ

います。 

 現在、大台町観光協会では、ユネスコエコパークの拡張認定を踏まえ、大

杉谷などをフィールドに様々な体験メニューを開発しており、県としまして

もその販売促進に向けて、国内最大級の遊び・体験予約サイトであります

「ａｓｏｖｉｅｗ！」と連携し、三重県特設サイトを設け、大台町の体験メ

ニューなどを掲載するなどの支援を行っているところでございます。 

 また、昨年10年ぶりに全線開通しました登山道など大杉谷の魅力について、

登山や自然に興味を持つ方々をターゲットに絞った情報発信を行っており、

大台町と連携して、観光キャンペーンの中で積極的に展開しているところで

ございます。 

 現在、地方創生の推進において国から、地域自らが観光地経営の視点に

立った観光地域づくりを目指した取組が求められておりますが、大台町では、

大杉谷などの魅力ある地域資源を最大限に生かした取組を核に、既に地域づ

くりが進められているところでございます。このことから、県としましても、

積極的にその支援をしてまいりたいと考えております。 

 次に、斎宮についてでございますが、「祈る皇女斎王のみやこ 斎宮」が

文化庁から４月に初の日本遺産に認定されたことを踏まえ、これまで観光

キャンペーンにおいて積極的に情報発信等を行ってきたところでございます。 

 特に首都圏では、９月に「千年の時を超えて甦る皇女斎王の都・斎宮」を

テーマに、作曲家千住明さんをゲストに迎え、知事との特別講義なども開催

しております。 

 今後、伊勢志摩サミットの開催により、伊勢志摩地域に注目が集まる状況
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を踏まえ、日本遺産に認定された斎宮と伊勢神宮との歴史的なつながりを最

大限に生かし、伊勢志摩地域と一体となった誘客促進の展開を図ってまいり

ます。 

 以上でございます。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 答弁ありがとうございました。 

 積極的にというんですが、やっぱり最後に、支援するとか、こういうこと

になるんです。 

 知事に少しまたこの話を聞いていてもらいたいのは、先ほど教育委員会と

環境生活部の中に分かれた斎宮のお話をしましたけれども、これもよく似た

ところがありまして、やっぱり縦割りというものがあるだけに、ついついそ

れを基本にして、県の部長方も話をしなくちゃいけない、また、限定された

取組にならざるを得ないということになるんですね。 

 斎宮には環境生活部、教育委員会がある。観光局長は雇用経済部という、

この割り振りがあります。大杉谷は地域連携部や農林水産部が主力になりな

がら、それだけに雇用経済部のほうの観光局としても入りにくいといいます

か、遠慮しながらやるということになります。 

 思い切った連携をさせる、あるいは観光局がどんどん主体的に入るという

時期がそろそろ来ています。この辺は庁内で一遍よく検討協議していただき

たい。いつまでもこの辺の割り振りの中で、現場はいろいろ思案が多そうで

ございますので、ぜひともこの機会にお願いをしておきたいと思いますが、

申し上げましたように、斎宮、そして大杉谷に関する観光振興の力点を強め

ていただくようお願いします。 

 さて、仲農林水産部長、お待たせしたんですが、もう13分しか残ってい

ないんですよね。これ、今から仲農林水産部長と議論したら、これだけで

もう20分は必要なんですよ。また誰かが質問されたら、関連質問でこれ、や

らせてもらいますので、ちょっと後へ回させてもらって、時間の様子を見せ

てください。 
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 では、地元議員が待っておりますので、大仏山について少し話をせねばな

りません。 

 大仏山地域土地利用構想に基づいて用地取得の議案が出てまいりました。

19ヘクタール、２億4700万円、ちょっと19ヘクタールというこの数字が、19

万3433平米というのがちょっと理解しにくいんですが、こういうような議案

でございます。土地開発公社から購入と。この用地取得が完了すれば、具体

的整備がいよいよ始動するようになる。これまで議会で議論をいろいろして

きたことを感慨深く思うんですが、反面、残された課題もたくさんありまし

て、いろいろ心配が尽きないところであります。 

 当面の整備は散策路ということで聞いておりますが、この整備を具体的に

どうしていくのか、県が新たに取得する22.2ヘクタールと、以前から県有地

として所有しておる30ヘクタール、合わせて52ヘクタールの森林、里山があ

るんですが、今後どのように具体的に取り組もうとされるのか、その方針を

伺います。 

   〔福田圭司地域連携部長登壇〕 

○地域連携部長（福田圭司） 大仏山地域における県有地化に伴う整備の方向

性についてお尋ねがございましたので答弁させていただきます。 

 議員の御紹介がありましたように、大仏山地域の整備につきましては、大

仏山地域土地利用検討協議会において検討した方向性に基づきまして整備を

進めてまいりたいというふうに考えております。 

 その土地利用の方向性といたしましては、里山の保全、活用や自然を楽し

む空間、それと隣接する大仏山公園及び伊勢市大仏山公園スポーツセンター

と連携し、自然を生かした健康づくりの空間としての利用を位置づけておる

ところでございます。 

 今年度は、県土地開発公社所有地の県有地化を行うとともに、一部散策路

の整備を実施しておりまして、平成29年度末までに散策路等の基盤の整備を

終える予定でございます。 

 この基盤整備が完成いたしますと、利用に当たりまして、ごみの投棄であ
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りますとか、自転車等の乗り入れでありますとか、スズメバチ、自然環境に

伴うような被害も危惧されますことから、散策路周辺のパトロール、美化、

安全管理など、持続可能な里山の保全、活用を進める仕組みづくりも必要に

なってくると考えております。 

 議員のおっしゃられましたように、従来の県有地と合わせまして、今度買

い取ります土地を合わせました形で土地利用や一体となった土地の管理をし

ていく必要があると考えておりますので、こういったことにつきまして、地

元市町をはじめ、地域住民、市民団体など、様々な主体と意見交換を行うな

ど連携を図ることによりまして、持続可能な管理規模での里山の保全、活用

を進めていく仕組みづくりなどを含め、土地利用の具現化に向けた取組の検

討を進めさせていただきたいというふうに考えております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 方針として述べていただきましたが、漠然とした考え方

だなと。もっと具体的なものがあるかなと思いましたが、やはりまだそこま

で固まっていない、こういうことかなと思います。 

 散策路の説明を聞いたときに、道幅は1.5メートルぐらいだと聞いていま

す。あのごそごその山に1.5メートルの道をつくったって、そりゃ１年もす

りゃ、もう枝や葉が茂ってきて、歩けやしません。また、そして、そんな見

通しの悪いところを歩いたって何にもならない。全体的な整備をどうするか

ということも含めてやらないとだめなんですね。だから、まずは３年間かけ

て散策路を整備するというのは一つの方法ではあるけれども。 

 また、もう一つ、これについては、後でも少し触れたいと思いますが、防

災機能を付与するという、そういう避難道路としての価値といいますか、機

能を兼ね備えていかねばならないところであります。 

 だから、そういう、いざというときに逃げ込める道としての機能、安全策

をどう講じていくかということも含めて、まだまだ検討していかなあかんこ

とが多いですよ。 

 大仏山地域土地利用検討協議会の座長は石垣副知事だ。石垣副知事、ひと
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つ、短く決意を表明、聞かせてもらえないか。後々この協議会が引き続き、

閉めることなく協議を続けていただくということを期待するんですが、いか

がですか。 

○副知事（石垣英一） 大仏山地域の土地利用につきましては、これからいろ

いろ変更するという場合になりますと、県と伊勢市、玉城町、明和町の構成

する協議会で十分検討していきたいと思っています。今後、先ほど、防災の

拠点化はどうだという話も、今、議員からお話がありましたけど、それを含

めて、変更するのであれば協議会のほうで十分検討していきたいと思ってお

ります。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 大仏山地域土地利用検討協議会につきましては引き続き

この協議を進めていただくということで理解をさせていただきたいと思いま

す。 

 そして、大仏山の二つ目の質問になりますが、今現在、県のホームページ、

「防災みえ．ｊｐ」を開きますと、広域避難所一覧の削除というおわびが掲

載されています。 

 掲載されている県下６市町、13カ所の広域避難所は、南海トラフ地震で津

波が浸水される危惧もある場所なども指定されておりまして、そういうとこ

ろは指定解除はやむを得ないということで了解、理解はできるんですが、私

の今かかわっております大仏山に限れば全くもって安全な高台なんです。南

海トラフ地震が起こってはいけませんけれども、こういう巨大地震が、津波

が発生したとなれば、伊勢市小俣町の人、そして明和町の明星の方々は、も

うここへしか、周辺の住民はここへしか逃げ込めないんですよ。だめだと

言っても逃げ込める唯一の高台なんです。 

 この大仏山地域の避難所指定を解除することは、地域の防災機能を後退す

ることになりませんか。そういう意味で理解ができにくいんですが、これに

ついていかがか、お伺いをいたします。 

○防災対策部長（稲垣 司） 防災対策部としましては、大仏山地域は議員の
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おっしゃるとおり、周辺に高台もありませんので、そうした意味では津波の

避難に適した場所であるというふうに認識しております。 

 「防災みえ．ｊｐ」ホームページから広域避難所の項を削除したのは、そ

うした問題とはちょっと理由を異にしておりまして、実は平成25年６月に、

東日本大震災を踏まえて災害対策基本法が大幅に改正されております。その

中で、これまでは避難所や避難場所の規定がなかったんですけれども、今回

新たにその時点で、指定緊急避難場所とか指定避難所とか、そうした項が明

確に定義され、そして、それが市町村長の権限で指定されるということが明

確に初めて規定されたわけです。しかも、広域避難所というそれまでの概念

も、広域一時滞在という言葉で整理をされております。 

 そうしたこともありますものですから、それまでは、県には本当は指定の

権限はないんですけれども、にもかかわらずそうやって一方的に掲げてあっ

たこと、そして、大仏山も含めてですけど、ほとんどが実際、市町の指定に

はなっておりません。そうしたこともありまして、ここでこのまま継続して

上げ続けることは無用の混乱を招くということがあって、そうしたことから、

また、広域避難所という名称もふさわしくないということで削除したわけで

あります。 

 冒頭申し上げましたとおり、私どもとしましては、あそこは避難する場所

としては適しておるというふうに考えておりますので、しかしながら、先ほ

ど石垣副知事もありましたけれども、協議会の議論もありますから、そうし

たこととか、あるいは指定は市町村長の権限であるということから、市町村

長の意向も踏まえてそうしたことを議論する必要があると考えております。 

 したがいまして、地域連携部などとも連携しながら、市町のあくまで意向

も踏まえながら、今後は議論の枠組みも検討しつつ、協議してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上です。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 防災対策部長のほうから説明をいただきました。身振り
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手振り上手に話されますとそうかなと思うんですが。そういう事務的、ある

いは法的なものが仮にそうだったとしても、実質はあの大仏山を、防災機能

を強化していかねばならんという現実があります。 

 もし法的にそうだとすれば、あの地域、大仏山は、伊勢市と玉城町と明和

町が入り組んだ、飛び地もあるような複雑なところですから、単独で明和町

が、しかも県の施設に対して、そこを明和町の広域避難所だというのは、現

実的に指定できないですよ。 

 ですから、県が連絡をとって３市町に働きかけて、ここを３市町共通の広

域避難所にしたらどうですかということを協議して、それでやっていけばい

いのではないかなと、こういう提案もさせてもらいますので、今回のこの問

題を契機にして改めて、大仏山の防災機能強化といいますか、将来的には広

域的な防災基地としてその機能を高めていただくことをお願いしてこの項目

を終わりたいと思います。 

 ということでありますが、仲農林水産部長、通告をしたのに今回なくて、

大変申しわけなかった。 

 ＴＰＰは５年半に及ぶ交渉の中で一応終了して、大筋合意というものがな

されたわけです。政府が守ろうとしておった重要５品目を大幅に譲歩という

ような厳しい結果になっております。米の輸入枠の拡大、牛肉の関税の引き

下げ、豚肉においても従量税の引き下げ、小麦はマークアップという事実上

の関税の大幅引き下げというようなことで、大変な、聖域とされる５品目に

も大幅な輸入規制緩和となっております。 

 それだけに、これが三重県の農業にどういうように影響を及ぼすのかとい

うのは本当に懸念、心配をするところでございまして、今後、国会決議に対

するいろいろ議論はまた中央のほうでやられるということでありますからこ

れを見守りながら、県として早く情報を入れて、そして、三重県農業に対す

る影響を勘案して、その対策をやっていただきたい。 

 特に、三重県の基本になります基本計画の策定が今進められておりますの

で、それに対して、この厳しい情勢を盛り込んだこれからの振興計画にして
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いただくことをお願いいたしまして私の質問を終わります。（拍手） 

○副議長（中森博文） 43番 三谷哲央議員。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇・拍手〕 

○43番（三谷哲央） 桑名市・桑名郡選出、新政みえの三谷哲央でございます。 

 一般質問も最後ということでございまして、大変お疲れのところ、できる

だけ眠くならないような、目が覚めるというところまでは恐らく無理だと思

いますが、眠くならないような質問をさせていただきたいと、こう思ってお

るところです。 

 早速ですが、ポストサミットについてお話を伺いたいと、こう思っており

まして、私どもは今年の８月19日、来年予定されています伊勢志摩サミット、

これに向けた取組に何とか反映をさせたい、そういう思いで、2000年、平成

12年ですが、７月21日から23日まで、20世紀最後のサミットと呼ばれていま

す九州・沖縄サミット、その会場となりました万国津梁館、こちらのほうに

お邪魔をしました。 

 私どもと、こう申し上げていますのは、我が会派の中で６名行きました。

優秀な議員が集まっている新政みえでございますが、その中でも特によりす

ぐりの６名が沖縄のほうに行きました。個々名前を挙げますと何やというこ

とになるとあきませんので名前は挙げませんが、エリートが行ったというこ

とで御理解をいただきたいと思っております。 

 この九州・沖縄サミットは、日本で開催されるサミットとしては初めての

地方開催ということでございまして、しかも、立候補しているところが８カ

所、札幌ですとか千葉ですとか、有力なところがたくさんあったんですが、

当初は、沖縄は一番最後に立候補表明しましたし、一番不利だろうと言われ

ていたんですが、その沖縄に決まったということで、当時かなり大きな話題

を呼んだところでございます。それだけに、沖縄がこのサミットにどう取り

組まれたのかということは、我々がポストサミットを考える上でも大変注目

すべき事柄だろうと、そんな思いで沖縄に行ってまいりました。 

 現地での万国津梁館、山城館長をはじめとしまして、キム副館長、また、
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ＭＩＣＥコーディネーターの名護朝子さんも大変親切に御対応いただきまし

て感激をした、そういうところでございまして、御案内いただいて、万国津

梁館の館内、ずっとあちらこちらを見せていただきました。 

 一番びっくりしましたのは、万国津梁館のメーンの部分、晩さん会をやっ

た巨大なホールがあるんですが、そこに、そのホールに負けないぐらい大き

な泡盛の入ったかめが置いてあるわけなんです。このかめに入っている泡盛

というのは、そのときのサミットで使用するということで、当時のソムリエ

の田崎真也さんがその選択を任されて、話題性だとか物語り性を考慮して、

食後酒に地酒である泡盛を使うということを決められました。 

 泡盛というのは御案内のとおり、沖縄では大変沖縄の文化に深くかかわっ

ているお酒ですが、田崎さんは複数の醸造所を訪問して、40年物だとか80年

物とか、もう秘蔵酒と呼ばれるようなものをお分けいただいて、それをブレ

ンドしてサミット用のお酒をつくったということです。しかも、このブレン

ドの保存年数が56.6年。この56.6年というのは、サミットに参加された首脳

の平均年齢、これが56.6年でありまして、それにちなんでそのようにされた

ということなんですね。その話を伝え聞いたフランスのシラク大統領が、私

が最年長なので、私の年齢でこのお酒の調達に大変御苦労をかけましたねと

いうような冗談を言われたというような逸話も残っているということであり

ます。 

 そして、今でもＭＩＣＥだとかいろんな会合のときに、御希望があればそ

のお酒は提供されるわけです。しかし、ただ単に提供されるだけではなしに、

このお酒が提供されるときは、今申し上げましたようないろんなお話も全部

セットで、これがついてくるということであります。たった１杯の泡盛にも

これくらいの物語がついておると、詰まっているということで、ひとつ御理

解いただきたいなと、こう思います。 

 その晩さん会場の隣に少し狭い部屋があるんですが、そこは、朝食のとき

のミーティングだとかパワーランチだとか、そういう会場に使われたという

ことらしいんですけれども、そこにそれぞれまだサミットに使われたときの
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椅子が全部残っておりまして、その椅子の一つ一つに小さなプレートがつい

ていまして、この椅子は誰が使ったかと書いてあるわけです。向こうで聞き

ましたら、一番人気がアメリカの当時のクリントンさんが座った椅子、２番

目がロシアのプーチンさん、３番目がイギリスのブレアさん、そういうふう

にお話を伺いまして、６人行きましたので、それぞれ好きなやつに座ったの

で、私も座らせていただきました。こういう座るときの椅子取りゲームとい

うのは、会派内の力関係というか、力学が微妙に働きまして、私に残ったの

は、ＥＣの委員長のやつと森首相のやつと、それしか残っていなかったもの

ですから、やむなく森首相のやつに座ってサミットの気分を少し味わわせて

いただいたわけでありますが、やはり一つ一つにサミットの思いというのが

全部伝わってきているんですね。 

 また、九州・沖縄サミットはイメージソングというのがあったんですよ。

安室奈美恵さんの「ＮＥＶＥＲ ＥＮＤ」という、これが採用されて、歓迎

夕食会では安室さんがこれを熱唱したということですし、非常にこれが絶賛

を受けたということなんです。 

 そして、あれから15年たって今でも、その会場でパーティーをしたりいろ

いろなディナーがあったり晩さん会があったときにはこのイメージソングが

流れて、そのサミットの首脳が飲んだという同じお酒を味わって、ひょっと

したらその椅子にも座って、15年の時を経て今の方々が15年前の沖縄のサ

ミットそのものを味わうことができるというか、その同じ空間とか、同じ雰

囲気に浸ることができるということなんですね。 

 このような九州・沖縄サミットの話題性、物語り性、レジェンドが今日ま

で伝わっているということが、沖縄のＭＩＣＥ誘致の成功の一つの理由にも

なっているのかなと、こう思っています。 

 翻って、伊勢志摩サミット、今の現状を考えたときに、このような話題性

だとか物語り性、レジェンドがあるのか。忍者、海女、鈴木英敬だけではレ

ジェンドにはなり得ないのではないかと、こう思っているんですが、知事の

御所見をお伺いしたいと思います。 
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   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 伊勢志摩サミットの物語り性についてということであり

ます。 

 ポストサミットとは、私たちとしては、知名度や地域の総合力の向上と

いったサミットのレガシーを三重の未来に生かすことであり、知名度の向上

を生かして国内外の人々や事業を呼び込む取組、サミットそのものの成果を

引き継ぎ発展させる取組、サミットを通じて高まった地域の総合力を次世代

の育成などにつなげる取組の三つを柱に展開していきたいと考えています。 

 当初予算の編成に向けまして、国際会議をはじめとするＭＩＣＥ誘致や海

外誘客、食の産業振興、グローバル人材の育成などの具体的な取組について、

各部局で検討を進めているところであります。 

 そして、物語り性につきましてでありますけれども、今後、サミットの

テーマやプログラムなどが決まっていくプロセスが、どんどん決まっていく

わけでありますけれども、そういうのを踏まえまして、物語り性の観点から

も、そのサミットの記念となるようなシンボル的な取組を検討していきたい

というふうに考えています。 

 情報管理がなかなか難しい中で、あと、来年１月にならないと日本が議長

国にならないということなどもあって、今、そういう物語り性といいますか、

ストーリーみたいなのを踏まえて仕込んでいるものも幾つかありますけれど

も、いずれにしましても、先ほど、私も、万国津梁館、行かせていただきま

したし、洞爺湖のところでもそういうお話も伺いましたので、後々も語り継

がれていくような、そういう物語り性などについて、沖縄や洞爺湖などを勉

強しながら、しっかり象徴的な取組ができるように、これから検討していき

たいと思います。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 知事もうまくいけばレジェンドを残せるのかなと、こう

思っておりまして、今から何年か先、振り返ったときに、かつて三重県には

鈴木英敬という知事がおったと長く語り継がれるような、ただ、内容がいい
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意味で語り継がれるか悪い意味で語り継がれるか、それはこれからの知事の

御努力の結果だろうと、こう思っておりまして、ぜひ頑張っていただきたい

なと、こう思っています。 

 ただ、伊勢志摩サミットの成功だとかポストサミットのことを考えたとき

には、やはりこの語り継がれる部分、そして、そういうものがきちっと存在

していれば、沖縄でも15年たっているわけですけれども、15年前の九州・沖

縄サミットの、その思いとか空気が、今日同じ場所で会合を持たれる方に同

時に伝わっていくということにもなってきますから、年が変われば何かいろ

いろ仕込んでおられることが公になってくるのかなと思いますので、期待を

いたしておりますので、ぜひよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 次いで、私も今回この沖縄に行かせていただいた調査で特に重要視したの

は、サミット開催時、沖縄でも県を挙げてのおもてなし、こういう対応もさ

ることながら、その後、サミット後に着々と、ＭＩＣＥなどの誘致活動に見

事な成果を上げられているということでございます。 

 とりわけ注目しなければいけないのは、沖縄が文字どおり県を挙げて

ＭＩＣＥ誘致に取り組んでいるということであります。沖縄には、三重県で

いえばみえ県民力ビジョン、これに相当します総合計画、沖縄21世紀ビジョ

ンというのがございまして、それは、おおむね2030年のあるべき沖縄の姿、

この姿を描いて、その実現に向けた取組の方向性と、県民や行政の役割など

を明らかにする基本構想ということで位置づけられております。 

 その21世紀ビジョンを受けて、平成24年に沖縄21世紀ビジョン基本計画と

いうのが策定をされておりまして、その中で21世紀「万国津梁」実現の基盤

づくりという項がございまして、我が国及びアジア・太平洋地域の平和と持

続的発展に貢献する交流ネットワークを構築するということをきちっと挙げ

ておられます。 

 そして、それを受けて、具体的な沖縄の方針として、希望と活力にあふれ

る豊かな島戦略の一環、その中で沖縄新・リーディング産業育成を挙げられ

まして、リゾートコンベンション産業、ＭＩＣＥ等を重点的に振興するんだ
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ということが書かれておりますし、また、世界に開かれた交流と共生の島戦

略では、沖縄をハブとするアジア域内での知的交流機会、国際会議等ですね、

知的交流機会の拡大、及びそれを支えるＭＩＣＥ産業の重点的振興、これを

明確にうたわれておるということです。 

 さらに、誘致ターゲットも明確にしておりまして、一つは政府が関与する

国際会議のＭＩＣＥとして、太平洋・島サミットなど、こういうものを具体

的に挙げられて、政府が関与する国際会議のＭＩＣＥ、こういうものをしっ

かり誘致していきますよということですし、二つ目には、沖縄21世紀ビジョ

ンに掲げるそれぞれの戦略の推進に寄与するような情報発信力の高いＭＩＣＥ

を誘致していきたいということで、具体例としては、日ＡＳＥＡＮ次官級交

通政策会合、こういうのも挙げられているということです。 

 そして、三つ目には、高い経済効果が見込まれるＭＩＣＥ、例えば企業だ

とか医学系だとか、こういうコンベンション、こういうものも積極的に誘致

していきますよということが書かれているわけです。 

 既に沖縄は、平成20年度から24年度までで、沖縄コンベンションセンター

と万国津梁館だけのＭＩＣＥ開催件数だけを見ましても、件数は１年間でお

おむね500から700前後、参加者数は年間７万人から８万人、これくらいを数

える、大変な成果を上げてきておられるわけです。国際会議を取り上げただ

けでも年間60前後開催をされているということでございます。 

 さらに驚くのは今後の目標でございまして、（パネルを示す）2021年度、

平成33年度目標で、ＭＩＣＥの開催件数1000件、ＭＩＣＥ参加者数20万人、

これを目標に上げておるわけです。これは大変な数だと、こう思いますし、

今までの実績から見れば、これもまた不可能ではないのかな、そんな感じが

しております。 

 そして、この目標実現の推進エンジンというのが、オール沖縄県庁と沖縄

観光コンベンションビューロー、この二つなんです。沖縄県と沖縄観光コン

ベンションビューロー、この二つがしっかりと協力、連携をして、目標実現

に邁進していく、これが沖縄のＭＩＣＥ戦略の基本というか、かなめになっ
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ていると言っても、これは間違いない、こう思っています。 

 じゃ、この沖縄観光コンベンションビューロー、これは何かといいますと、

一言で言えば、強力かつ効果的な推進体制を構築するために、観光とコンベ

ンション分野を統合一元化した、官民一体型の推進母体、こういうふうに言

われております。当然その中には、国内事業部、海外事業部、企画部などが

ありまして、国内プロモーション、ＭＩＣＥ海外プロモーション、インバウ

ンド戦略、こういうものを精力的に、今、展開をしている組織です。 

 これが（パネルを示す）その沖縄が書いている一覧表でございまして、

ＭＩＣＥ等々、会合をやる主催官庁に向けて、沖縄県と沖縄観光コンベン

ションビューロー、これがしっかり協力、連携の体制を組んで、これのバッ

クアップをしていきますよ、こういう体制をきちっとつくっているというこ

となんです。 

 沖縄はこういうふうにやっていますが、じゃ、三重県、本県はどうなのか

ということを見ますと、本当にこれで大丈夫なのという感じが率直にしてき

ます。 

 こういう問題がありますと本能的に、条件反射で、まず知事の政策集を見

てしまうんですね。もうこれはパブロフの犬みたいになってきまして、何か

あるとすぐ政策集って、こうなるんですが、あの政策集、「もうすぐ、花が

咲きます。」というやつ、「みえ『開花』宣言。」を久しぶりにあけて、拝

見をさせていただきました。みえ「開花」宣言８で、このときはまだＧ８っ

て書いてある、Ｇ８サミット誘致を実現しますと、こう書いてあって、見事

にこれが実現しまして、ほかの開花宣言はよく知りませんが、これだけは確

実に実現したということは評価したいと、こう思っております。 

 しかし、そのＧ８サミットを実現しますよという、その解説を読ませてい

ただきますと、最高峰の国際会議の経験を経ることによって、国際観光地と

してのレベルアップや知名度アップを図り、地域としての総合力のアップに

つながりますというごく当たり前の言葉が並んでおりまして、そこから

ＭＩＣＥだとか、なかなかそういうものは出てきません。そこになかなかつ
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ながってこないのかな、知名度アップ、観光力アップぐらいの話かなという

ふうな理解をしております。 

 それから、みえ県民力ビジョン、沖縄県のほうは地元の総合計画の中に

しっかり位置づけていますが、じゃ、三重県のみえ県民力ビジョン、総合計

画の中ではどうなっているのかといいますと、「拓く」という項の中に「世

界に開かれた三重」というのが出てきまして、観光産業の振興による誘客促

進、県内企業の海外販路拡大の支援を進めるとして、県民指標は三重県が魅

力ある地域であると感じる人の割合と、観光消費額の伸び率、海外自治体等

との連携により新たに創出された事業数、こういうものが挙がっておりまし

て、沖縄県が挙げているようなリゾートコンベンションや知的交流機会だと

か、ましてやＭＩＣＥなどというものは全然出てこないということです。 

 じゃ、どこで出てくるのかと、こういいますと、今、最終案が出ておりま

す三重観光振興基本計画、それから、今、議会のほうでやっていますみえ県

民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）最終案、この中に出てくるわけで、

どう出てくるかといいますと、三重の特性と好機を生かしたＭＩＣＥ誘致と

いうことで、伊勢志摩サミット開催を千載一遇の機会として、三重県に適し

たＭＩＣＥ戦略を策定するとともに、国内外に向けたＭＩＣＥ誘致を行うこ

とで、三重県のＭＩＣＥ開催地としての確立を図りますと、こういうことで

す。 

 要は、今からＭＩＣＥ戦略というのを策定しますよ、策定して、好機を生

かしたＭＩＣＥ誘致と、策定をして、それから、これからＭＩＣＥの開催地

としての魅力というものを確立していくということが書かれているわけです。 

 じゃ、これから策定しようとしている三重県版ＭＩＣＥ戦略というのは一

体どういうものか、これはあの中だけではなかなか見えてこないと、こう

思っています。伊勢志摩サミット、もう来年５月です。サミット開催を千載

一遇の機会と捉えてやっていくということなら、当然サミットの開催以前に

この戦略というのがきちっと策定をされて、サミットの開催時、それからそ

の後、きちっと生かされていく、展開されていくということが求められる、
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必要だろうと、こう思うんですが、その策定スケジュール等々どうなってい

るのかということです。 

 それから、また、ＭＩＣＥ誘致に向けて、ＭＩＣＥ旅行博への出展、全国

菓子大博覧会、オリンピック、パラリンピック等のキャンプ地誘致などとと

もに、伊勢志摩観光コンベンション機構が推進するＭＩＣＥの積極的誘致を

支援すると、こういうふうに書かれていますが、沖縄のほうとばかり比べる

と問題があるかもわかりませんが、沖縄では、オール県庁対沖縄観光コンベ

ンションビューロー、この二つの組織をしっかり連携協力させて進めていく

ということですけれども、こちらのほうは、出てくるのは伊勢志摩観光コン

ベンション機構。 

 ちなみに伊勢志摩観光コンベンション機構って何かと申しますと、この基

本計画の用語解説では、伊勢志摩地域の観光振興、コンベンション誘致、

フィルムコミッション活動等、広域観光戦略を推進するため、同地域の市町、

観光事業者、観光関係団体等によって組織された団体、こう書かれているん

です。つまり伊勢志摩地域限定版なんですね。 

 伊勢志摩地域の限定での取組ということなら、この機構が推進するＭＩＣＥ

等の積極的誘致を支援するということが、これは大切だと思いますが、三重

県全体としてＭＩＣＥ誘致に取り組むということならば、沖縄の観光コンベ

ンションビューローのような組織か、それに類するような組織が必要だと、

こう思いますが、いかがでしょうか。 

 ここで切っていましたっけ。とりあえずここでお伺いします。 

   〔田中 功雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 議員のほうから、三重県版ＭＩＣＥ誘致

の進め方、それから、ＭＩＣＥの戦略の策定スケジュール、そして、誘致に

当たっては全県的な取組をするべきではないか等の御質問をいただきました

ので、御答弁申し上げます。 

 伊勢志摩サミットの開催という好機を生かす意味から、ポストサミットを

見据え、本県では新たに国際会議等のＭＩＣＥ誘致を展開することとしてお
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ります。 

 ＭＩＣＥ誘致は一般に、コンベンション施設や隣接するホテルなどのイン

フラを活用する形で取り組む事例が普通でございますが、本県においては、

ＭＩＣＥに適した施設の立地も多くはありません。そういった中で、これま

で県内では必ずしも積極的には取り組まれてきませんでした。 

 このような会議開催インフラの現状等、三重県の特性を考慮すると、例え

ばホテルのバンケット会場を活用するなどした、相当程度の規模の会議を念

頭に置いての誘致が考えられます。また、会議テーマについても、豊富な海

洋資源に恵まれていることから環境の側面であるとか、伊勢神宮、熊野古道

など文化的側面にも注目し、それに沿ったものに重点を置いていくことも考

えられます。 

 これらいろいろな条件を踏まえた上で、本県の特性を考慮した有効な

ＭＩＣＥ誘致の方策について、一定の方針をつくっていきたいと考えており

ます。 

 本県におけるＭＩＣＥ誘致の取組はまだ緒についたところですが、まずは、

県内の会議開催インフラの状況等情報収集・整理、庁内体制の確立を図りつ

つ、他県の状況の調査も行います。その上で、来年度早いうちに考え方をま

とめ、その取組方針をもとに誘致の取組を進めてまいりたいと考えています。 

 また、県内市町単独で積極的なＭＩＣＥ誘致に取り組む動きはまだ見られ

ないことから、まずは県が先導して広域的に取り組んでいくこととし、サ

ミット開催地を含む伊勢志摩にとどまらず、ジュニアサミット開催が決定し

ました桑名市をはじめ、北勢地域など、広く県内一円を対象に進めてまいり

ます。 

 今回設定しましたみえ県民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）最終案で

の目標値の国際会議開催件数についてでございますけれども、ＪＮＴＯ、日

本政府観光局でございますが、それによる国際会議統計上の定義でございま

すけれども。 

   〔「まだ聞いていないんやけど、そこまでは」と呼ぶ者あり〕 
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○雇用経済部観光局長（田中 功） 広く県内一円を対象にしっかりとＭＩＣＥ

誘致に取り組んでいきたいと思います。 

 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 済みませんな。変なところで切ったものですから御迷惑

をおかけしました。 

 決して、伊勢志摩に限らず、北勢地域、とりわけ桑名というような言葉を

言ってくれということを頼んで質問をしたわけではありませんが、結果とし

て、やはり県全域でしっかり取り組んでいくということが大事だと思います

し、オール県庁を挙げて、しかし、また同時に、沖縄の観光コンベンション

ビューローみたいな官民一体で、海外もちゃんと視野に入れた、そういう取

組をしていくということが、僕は求められていると、こう思っています。 

 今、聞いていないことまで御答弁がありましたけれども、聞いていること

で御答弁いただいていない部分があるんですが、この三重県版ＭＩＣＥ戦略

というのはいつつくるんですか。方向は来年早々とかいろいろおっしゃいま

したけど、戦略そのものがいつつくられるんですか。これ、つくられないと、

伊勢志摩サミットを迎えてその後の、すぐにまたその後の展開、伊勢志摩サ

ミットの前からこれは展開していかなきゃいかん話だと思うんですが、その

戦略がないところでの展開は当然ないと思うんですが、その点はいかがなん

ですか。 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 三重県版ＭＩＣＥ誘致の戦略でございま

すけれども、基本的には来年度の早いうちにはつくった上で、伊勢志摩サ

ミット終了後にはＭＩＣＥ誘致に積極的に対応できるよう考えております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） じゃ、来年早々には、年度じゃなくて来年早々でしょう、

来年早々にはこの三重県版ＭＩＣＥ戦略ができるということで理解させてい

ただいてよろしいわけですね。わかりました。 

 今、少し御答弁がございましたが、数値目標、これ、やはりちょっと考え
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ていただかなきゃいかんと、こう思っています。先ほど申し上げました三重

県観光振興基本計画で、国際会議の開催件数は平成26年度が現状値で２件で

あるので、平成28年度から31年度まで４年間で累計で20件にするというのが、

これ、数値目標になっています。 

 沖縄のほうと単純には比較できないかもわかりません。（パネルを示す）

これが沖縄のほうの目標値です。これ、目標値じゃなくて、もう現在までの

実績ですね。既に国際会議と名のつくものだけでも、平成24年度はもう65回、

平成23年度では85回、こうやっています。その中で、沖縄で開催された政府

または国際団体主催の国際会議、こういうのでも19件だとか18件だとか、こ

ういうことをやってきているわけです。 

 先ほどちょっと言われているように、統計上のとり方、今、三重県が累計

で20件と言われている４年間、１年平均５件ですよね。これは、三つ以上の

外国が参加したような、そういう、ある意味では一つの規模の大きい国際会

議だと思うんですけれども、今日の朝刊、新聞に、百五銀行がまた試算を発

表されまして、この中で、伊勢志摩サミットの開催で県の認知度が向上する

ことから、県内で開かれる国際会議も増えると、こういうふうに分析をされ

て、県内の国際会議開催件数は、平成25年までの５年間で平均2.6、先ほど

年２件とおっしゃったのと大体合うんですが、2.6件だったが、サミット後

は年間30件に増加して、この経済効果は年間37億円、このように試算をされ

ている。 

 民間のこういうシンクタンクですら、年間30件ぐらいあるやろうと、こう

おっしゃっているわけですけれども、余りにもこの目標の設定というのが、

最初から低いのではないか、こう思っています。 

 ちなみにその三つの外国の大型な国際会議は４年間で20件ということなら

ば、沖縄がおっしゃるような、県外だとか海外だとか、外国の10人以上の国

際会議、そういうもので計算すると、どれくらいを想定されているわけです

か。 

○雇用経済部観光局長（田中 功） まず、お断り申し上げます。ＭＩＣＥ戦
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略の策定を、先ほど私、少し答弁してしまいましたが、来年度早い時期に、

まずはつくっていきたいということを申し上げます。 

 それから、４年間で20件というのは非常に少ないじゃないかということで

ございます。もちろんこの20件というのは、平成28年度から４年間で20件と

いうことで、ＪＮＴＯの基準に沿った、日本を含む３カ国以上、参加者は50

名以上、なおかつ１日以上という定義のもとのやつを20件ということで、こ

れ以外につきましては、国内からの誘致はもちろんそれ以上、何倍もござい

ますし、それから、もっと規模の小さいものであるとか、２カ国であるとか、

そういうのも含めますともっとかなり数は増えると思いますけれども、そこ

ら辺の方針も含めましてまだ、申しわけないけれども方針として詰め切れて

おりません。それを来年度早々までに詰め切った上で、しっかりとサミット

終了後に手をつけることができるように進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ぜひ、変に身の丈に合ったとか、三重県の実力はこの程

度だからほどほどにとか、安易に目標が達成できるような、先ほどの目標な

んかですと、この百五銀行の想定だと何の苦労もなしに大幅にオーバーをし

て達成をしてしまう、最初から土俵際まで下がったような、そういうふうな

目標の設定ではなしに、やはり少し高い目ぐらいでも、努力すれば何とか達

成できるという目標をしっかり立てていただいて、来年早々ということです

から、早々というのは１月なのか２月なのか定かではありませんけれども、

恐らく、伊勢志摩サミットが５月、ジュニアサミットが４月ですから、それ

以前の話だろうと当然思いますので、期待をしております。 

 間違いないですか。その点、もう一遍確認しておきますけど、三重県版

ＭＩＣＥ戦略を来年早々に策定していただけるんですね。 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 私の、ちょっと言い方が不明確であった

と思いますけれども、ＭＩＣＥ戦略の策定につきましては、来年度早々に

行っていきたいと考えております。 
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 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 来年度早々というのはもう伊勢志摩サミットが始まる直

前ぐらいじゃないですか。ひょっとしたらサミットの後になるんじゃないん

ですか。それだったら当然遅いんじゃないんですか。今この議論をやってい

ると、これだけで終わってしまうので、もうやめますけど、できるだけ早く、

来年度早々じゃなくて来年早々、この冬休みをちょっとねじり鉢巻きで過ご

していただいて、ぜひつくり上げていただきたい、このことをお願いして終

わらせていただきたいと思います。 

 それから、もう一つ、これに絡んで、今年の７月に会派の東京研修で、観

光立国の実現に向けてというテーマで、東京で研修を受けました。このとき

はよりすぐりではなしに全員参加で行かせていただいたんですが、観光庁の

山口次長なんかのお話を伺う機会がありまして、２時間余り、いろいろ有意

義なお話を聞かせていただいたということなんですが、その中で特に印象に

残っていますことを含めて少しお伺いしたいと思うんですが、話は三つぐら

い大きく構成が分かれていまして、一つは訪日外国人旅行の動向、二つ目が

三重県における訪日外国人旅行者の動向、三つ目が観光庁の政策トピックス

ということなんです。このトピックスの中で、観光立国実現に向けたアク

ション・プログラム2015ということのお話がございまして、これからは、外

国人ビジネス客等の積極的な取り組み、質の高い観光交流が大切だと、こう

いうお話でありました。 

 次長の話ですと、三重県だけじゃなしにどこの地域でも観光政策の議論を

聞いていると、どうもこの質の部分の議論が不足しているのではないか、こ

のような思いがするということで、外国人ビジネス客の取り組みの強化だと

か、ＭＩＣＥに関する取組の抜本的強化だとか、富裕層の取り組みと外国人

長期滞在制度の利用促進、こういうところをしっかりやっていただかなきゃ

いかんのじゃないか、三重県なら三重県ならではの質の議論というものを、

質を磨き上げるという議論をやってくださいねということで、ショッピング
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とグルメだけでは大都市が圧倒的に有利なので、やはり三重県は三重県らし

さというものをしっかり打ち出していただきたい、こういうお話でした。 

 三重県観光振興基本計画最終案を見せていただきますと、三重の観光の

「質」を高める取組の推進という項目が出てまいりまして、「観光の産業

化」のさらなる推進や「マーケティング」、「マネジメント」を重視した取

組の展開、こういうことが書かれておるわけですが、この中で、いろいろ５

項目ある中で、観光関連産業を、三重県経済を牽引する産業の一つとしてマ

ネジメント、ＰＤＣＡサイクルによって大きく育てる、これが必要不可欠だ

と、こう書かれているんですが、このＰＤＣＡサイクル、マネジメントサイ

クル、これ、どこが回していくんですか。観光局が、田中局長のところで回

していかれるんですか、それとも、オール県庁で、こういう体制でやってい

くんだということなのか、それとも民間も含めて、もっと幅広くやっていく

ということなのか、そのあたりのところを聞かせていただきたいと思います。 

   〔田中 功雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 観光の質を高めていくためにＰＤＣＡサ

イクルを回していくが、どのように進めていくのかという御質問でございま

す。御答弁申し上げます。 

 観光振興の主役は観光関連事業者等の民間でありまして、県、市町といっ

た行政は、民間の主体的な努力が実を結ぶよう、その環境づくりや支援を行

うことが大切と考えております。 

 そのため、次期三重県観光振興基本計画を着実に推進できるよう、三重県

内全域の観光関連事業者、市町等と連携して、観光に関する情報収集、その

動向調査や分析を行い、施策を連携、協働して進めていきます。 

 今後、観光地経営の視点で、商工・農林水産事業者、交通事業者、地域住

民等、多様な関係者と連携し、持続的な観光地づくりを進めるため、日本版

ＤＭＯが確立されればＤＭＯとも連携、協働して取り組む必要があると考え

ております。 

 さらに、計画に掲げました施策の実施状況を取りまとめ、観光関連事業者、
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市町にしっかりとフィードバックして、県観光審議会や県議会等からいただ

いた御意見等も反映させた上で今後の施策の進め方を改善するなど、ＰＤＣ

Ａをしっかりと回すことにより、次の施策の推進につなげていきます。 

 このようにＰＤＣＡサイクルを取り入れ、三重の観光の質を高められるよ

うに改善を重ねていくことで、県全域が魅力ある観光の目的地として、これ

からも選ばれ続けるよう取り組んでまいります。 

 ＰＤＣＡサイクルにつきましては、観光局だけで回すと非常に矮小化され

たものになります。ですから、当然全庁というのはもちろんでございますけ

れども、つきましては、ＤＭＯをつくろうとか、そういう話も当然出てきて

おりますので、地域も巻き込んだ上で、当然核になるのは県の観光局になり

ますけれども、全庁的かつ地域も巻き込んだ上でＰＤＣＡを回していくよう

に考えております。 

 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） それだけに、沖縄で言われるような観光コンベンション

ビューロー的な組織、こういうものがやっぱり三重県では必要ではないかと

いうことを最後にもう一度指摘させていただいて、時間がもう全然ありませ

んので、次の項に移らせていただきたいと思います。 

 生活困窮者自立支援制度の推進についてということであります。 

 （パネルを示す）これはせんだって稲森議員が質問をされましたので、で

きるだけダブっているところは省こうと思ったんですが、省くとほとんどな

くなってしまうというジレンマもございまして、若干聞かせていただきたい

なと、こう思っています。 

 これは、ここに書いてありますとおりこの新しい制度というのは、生活保

護に至らない、その直前で何とか救済をして自立をしていただく、こういう

制度設計が基本の考え方なんです。この制度、必須事業とか任意事業とか、

いろいろ分かれておりますが、ここで一番大事なのは、自立相談支援事業、

いわゆる窓口、入り口の部分だと、こう思っています。ここで具体的にどの
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ような支援をするのかということが決定をされてくることになります。 

 この自立相談支援事業というのは福祉事務所設置自治体で行われるわけで

すから、県内では県、市、多気町を除く町というのは県がもう直接入って

いってやるというようなことで、これは社会福祉協議会に委託しているんで

すよね、社会福祉協議会に。これはこれで一つの考え方かなとは思いますが、

４人ぐらいで頑張っておられるということです。 

 これ、生活の困窮されている方というのは社会的にとか家族から孤立して

いる方が非常に多くて、こういう相談の窓口がありますよということ自体、

また、こんな救済制度がありますよということ自体、全く御存じがないとい

うケースが間々あるわけですね。そういう方々を対象にしているときに、窓

口で待っていてもそういう方々は来ないわけです。当然アウトリーチ的に、

こちらのほうからそういう方々の情報を得て、こちらのほうから積極的に働

きかけをしていって初めて事が前向きに進んでいくというケースが間々ある

と聞いています。 

 千葉県のある市でシングルマザーの方が無理心中をされて、娘さんを殺害

されたという事件がかつてありました。この方は、別れた御主人の借金の問

題で家族とは絶縁状態。市の市営住宅にお住まいで、そこの給食センターに

お勤めで七、八万円給料をもらわれていた。しかし、娘さんの学校の関係で

まとまったお金が要るということで闇金に手を出して、その闇金に追い詰め

られてだんだんお金がなくなってきて、生活が困窮してきた、苦しんできた。

家賃は当然滞納になって、もう退去の指示が出て、その退去の期限の日に無

理心中を起こされたということなんです。 

 これは、個々のケースでいけば、学校は学校で、例えば授業料だとか給食

費の問題があれば、それの救済制度が当然ある。そういうお金で困っている

ならそういうことの救済の制度も当然あるわけです。生活保護ってあります

が、給食センターで一定収入がありますからなかなか生活保護っていかない。

個々のいろんな救済制度があっても、それが一つの情報として集まってきて

その方を救うということが結果としてできなかったというようなのが、全国
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的にはたくさんこういう事例があるわけです。 

 それだけに、この窓口の仕事というのは非常に大切なんですが、今の社会

福祉協議会に、社会福祉協議会、僕は一生懸命やっておられると思いますよ、

やっておられると思いますが、社会福祉協議会の４人の方にお任せをして、

その方々が、例えば一つの役場の中の各課の情報を一元的に掌握したり、県

庁なら県庁の中のいろんな情報を一元的に掌握したり、そういうコーディ

ネーターとしての役割も果たしながらこういう相談窓口の業務が本当にでき

るのかどうか、その点、いかがなんですか。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 生活困窮者自立支援制度の相談窓口について御

質問いただきました。 

 窓口は今年４月から開設いたしまして、これでもう半年以上たつわけです

けれども、その相談の受け付け方でございますけれども、これ、県社会福祉

協議会に、県の14町につきましては委託いたしまして、そこで包括的な相談

支援ということがございますけれども、その方法は、県の福祉事務所や町役

場等で把握された生活困窮者につきまして、この相談支援につなぐという方

法をとっております。 

 それで、相談につなぐわけですけれども、実際にその支援を検討していく

場合におきましては事例ごとに、町役場やハローワーク、それから学校等の

関係者、これが集まりまして、福祉事務所単位でケース検討会や、それから、

実際の支援を検討するときは支援調整会議というのを開きまして、外の人も

含めまして関係者で情報共有して、対策も共有しながらやっていくと、そう

いう方法をとっていますので、庁内の情報を集めるということまではまだ

行っておりませんけれども、ある程度は情報を集約している体制にはなって

いるというふうに思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 庁内の情報を集めるところまで行っていないと、こう

おっしゃいますが、その庁内の情報を一元的に集めるということが大事なん
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ですね。個人情報等の壁もここでありますけれども、例えば家賃を滞納され

ている方というのは明らかに、何らかの意味で生活に困られている方。健康

保険の保険料を滞納されている方、短期のほうに切りかえられている方はそ

の意味でもどこかで生活に困られている。学校の給食費だとか、様々なもの

を滞納されている方はそれなりに困っておられる方、いろんな情報がそれぞ

れの部局にあるわけです。 

 それをやはりどこかで一元的にきちっと掌握して、その方の本当の、何に

困っておられるのか、それを救うようなメニューというのは、任意事業の中

ではどういうものがあるのか、そういうことをしっかりとやっていくという

ことが大事だと思うんですが、その庁内外の、庁内だけじゃないですね、ハ

ローワークだとかＮＰＯだとか医療機関だとか、いろいろあると思うんです

が、庁内外の体制というのはどういうふうにお考えになっていますか。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 県のほうでは任意事業を含めまして全ての事業

に取り組んでいるわけでございますけれども、まず、生活に困窮する方を適

切に相談につなぎ、それから支援をしていくというためには、早期の把握と

ともに、多様な支援方策を総合的に考えていく必要があるということでござ

います。 

 それで、その生活困窮者自立支援法に規定される事業のみでは不十分とい

うふうに思っておりますので、庁内各課の連携を進めるということで、その

早期の把握、あるいは多様な支援策、そういうものにつなげていくルールづ

くりを一応検討したいというふうに思っています。 

 現時点では法施行後間もないということから、そういった体制は整備して

おりませんけれども、それを適正に相談につないで、仕組みを検討していく

ということで、例えば障がいとか子育て、雇用、住宅、教育、そういった関

係課との協議の場を設定いたしまして、情報を集約してそれを窓口に周知し

ておろしていくという方法が一つ。 

 その進みぐあいにもよるんですけれども、まずはそちらに取り組みまして、

支援方策としても多様なものがございます。まず把握という部分では、電気
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やガスのライフライン事業者、それから賃貸住宅等の事業者、そういったと

ころ、あるいは、これは例示ですけれども、地域包括支援センター、地域の

障害者相談支援センター、無料低額診療事業を実施いたします医療機関であ

りますとか、緊急食糧支援、あるいは無料低額宿泊所なんかを運営しており

ますＮＰＯとか、法テラスとかハローワーク、就労訓練事業等の受け皿と

なっております企業、社会福祉法人等、そういったものが考えられますので、

まずは庁内体制の整備でいろんな情報を整理したいと思いますけれども、そ

れに応じまして、庁外も含めました、そういうネットワークの構築とか、そ

ういうことを検討していきたいというふうに思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ルールづくりもこれからということですし、それから、

相互のそういう連絡調整もこれからまさにスタートという話だなと思います。 

 それから、もう一つ大事なのは、福祉事務所がきちっと設置されている自

治体と、それ以外の、例えば県が直接出向いていっていろいろかかわってい

る、14市15町の中では14町のほう、こちらのほうが、受けるサービスなり受

ける対応というのが、やっぱり同じ質で同じレベルのものでなければいけな

いということですから、やっぱりそのあたりのところはしっかりと対応して

いただきたいなと、こうお願いをさせていただきたい、こう思います。 

 時間がありませんのでこのあたりにさせていただきますが、まさにこれか

らスタートということです。やはりスタートのときというのが一番大事なの

で、しっかりとこの法の趣旨を踏まえていただいて、少なくとも生活困窮で

孤立をされているような方のところにも温かくきちっと手が伸ばせて、働き

かけができて、そういう方々の情報を窓口で待っているのではなしに、やは

りこちらのほうから積極的に出向いていくぐらいの気概で情報収集をしてい

ただいて、的確な対応、これをぜひ推進していただきたい、こう思っていま

す。 

 次の項に時間がないので移らせていただきますが、高齢者の貧困、生活困

窮、この問題でございます。 
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 最近、下流老人だとか老後破産という話がよく話題に出てまいりまして、

現実に今年３月現在の数字ですと、生活保護を受けられている世帯の48％、

78万6634世帯が65歳以上だということです。昨日の新聞ですと、これがもう

80万世帯を超えたというふうに出ております。（パネルを示す）これがその

グラフでありまして、これは60歳以上ということになっていますが、この一

番上の黒い部分、これがもうどんどん、どんどん、どんどん、どんどん大き

くなってきているということであります。 

 『下流老人』という本を書かれた社会福祉士の藤田孝典さんによれば、貧

困に陥るというパターンは五つぐらいあって、一つは本人が病気や事故で高

額な医療費の出費が強いられたとき、それから、高齢者介護施設に入居でき

ないとき、それから、子どもがワーキングプアやひきこもりで親に寄りかか

るような場合、それから、熟年離婚、それから、認知症になっても周りに頼

れる家族がいない、こういう人たちがその予備軍でありまして、その中で生

活保護基準相当で暮らす高齢者及びそのおそれのある高齢者というのが下流

老人と、そのように位置づけられておるわけです。 

 こういう生活支援の実体験から、下流老人には三つの「ない」というのが

あるというんですね。収入が著しく少ない、十分な貯蓄がない、それから、

頼れる人間がいない、こういうことだと、こういうふうに言われています。

確かに、こういう方がちょっとしたきっかけで貧困、生活困窮に陥るという

ことになるのかなと、こう思っておるんです。 

 一昨日、日沖議員がいなべ市の熊の話をされました。誰とは言いませんけ

ど、某副知事の説によればいなべ市の熊というのは大変かわいそうなので、

人間でいえばよわい70歳ぐらいで、家族、子どもに見放されて、徘回をして

いるときに、運悪くイノシシのおりに捕まった、しかも、発信器をつけられ

て放されたのはいいんですが、ぬれぎぬを着せられて追いかけ回されて、あ

わや殺処分というときにＤＮＡ鑑定で何とか一命を取りとめた、本当に不幸

と不運を一身にしょったような熊だと、あれは見ておると明日の我が身かな

と、こうおっしゃったんですが、明日の我が身になるかどうかは定かではあ
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りませんけれども、熊だけの話じゃなくて人間のほうでも結構深刻な話がた

くさんあります。 

 せんだって新幹線で焼身自殺を図られた71歳の方も、その原因というのは

年金の受給額に対する不満というものが出ておりまして、東京の区議会議員

に相談をされたらしいんですが、区議会議員は生活保護を勧められたという

ことですが、それに対しては返事をしなかった。 

 年金をずっと払い続けてこられた方というのは、結構生活保護に対しては

拒絶反応というか、潔しとしないという部分がありまして、こういう方々も

ややもすると犯罪に走るという可能性があるわけです。現にここ10年ぐらい

で、65歳以上の方で刑務所に入られるという方がもう５倍に増えているとい

う、こういう報道もあります。ですから、高齢者で生活に困られているよう

な方というのは、生活保護を受けるか刑務所に入るか、こんな選択肢しか残

されていないというような話も漏れ伝わってくるわけです。 

 しかし、こういう方々、これ、今さら就労の訓練をしたり支援しても意味

がないわけですよね。こういう方々というのは、今回、先ほど話しておりま

した生活困窮者自立支援制度、これで救えるんでしょうか。部長、どうなん

ですか。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 高齢者のことで御質問いただきました。 

 県内におきましても、高齢化が進む中で、生活保護世帯に占めます高齢者

世帯の割合、これ、平成22年度は43.7％でしたけれども、５年後、平成26年

度には49.1％と、全国よりも高くなっているというふうに思っております。 

 それで、御指摘がございましたように、生活保護基準を下回る老齢年金で

ありますとか、それから、生活保護制度を知らないとか、それから、受給を

受けることに抵抗があると、ですから、支援制度があるにもかかわらず課題

の解決は難しいというふうに思っております。 

 それで、まず把握するという部分では、先ほど申し上げましたけれども、

ライフライン事業者等との連携を図って早期発見の方法をとると。それで、
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救済なんですけれども、生活困窮者自立支援制度によります自立相談支援業

務においては総合的に相談を受けるということになっておりまして、就労す

ることが困難な場合におきましては生活保護制度につなぐ、それから、家計

管理が問題である場合は家計相談支援を行う、それから、高齢である親に加

えまして支援が必要な家族がいる場合はその他の適切な支援につなげるなど、

家族の状況に応じた、やっぱり支援が必要だというふうに思っております。 

 そのためには、生活保護制度というのは必ずしも、これはもう本当に資産

がなくなって初めて、補足性の原理でございますから、なくなって初めて対

象になると。そういう中で、生活保護を受給されるまでの段階で相談等をす

るという新しい制度ができたわけですから、その中でできるだけ対応してい

く必要があるというふうに思っておりますけれども、それだけでは十分では

ないというのは私どもも認識しております。その中で、先ほど申し上げまし

た庁内会議でありますとか、ほかの社会資源、そういうのを整理、把握いた

しまして、どういった対策が今後とっていけるのか、それは検討していきた

いというふうに思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ぜひきめの細かい御対応をお願いしたいと、こう思いま

す。 

 生活保護のほうも、何かこのごろ、生活保護を受けるということの基準を

厳しくして生活保護費を切り下げる、これが何か社会的正義みたいな議論が

一方でありますが、不正受給をされている方というのは全部の生活保護を受

けられている方の0.5％だという統計上の数字もあらわれていまして、本当

にごくわずかな方々のことを理由に、全体で本来生活保護を受けていただい

て救済をされるべき人たちのところにそのしわ寄せが行っているというよう

なケースも間々あると聞いておりますから、そのあたりのところも県のほう

の、これは市町のほうとの関連がたくさん出てくると思いますが、しっかり

と御対応をお願いしたいと、こう思います。 

 もう時間がないので次の質問に移らせていただきたいと思いますが、ひと
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り親家庭の自立支援給付金についてお伺いしたいと思うんです。 

 ひとり親家庭の就業を取り巻く環境というのは非常に厳しいものがありま

す。もう御案内のとおりです。とりわけ母子家庭においては非正規の割合が

非常に高くて、総所得は母子家庭以外と比較すると極めて低水準にあります。

これは日本の国内だけの話じゃなくて、世界的に見ても非常に貧困率は際

立っているということです。 

 これ、（パネルを示す）最後の表です。非常に見にくいと思いますが、一

番右端が日本です。58.7でしたかね、58.7、日本。これはなぜこんなに日本

が際立って貧困率が高いのかといいますと、正規と非正規の給与の、所得の

格差がほかの外国に比べて際立って大きいということが一つの原因になって

いると、このように言われておりまして、ひとり親家庭というのは非常に厳

しいというのはもう御案内のとおりです。 

 このような状況の中で資格取得のための支援は、ひとり親家庭の安定した

就業に効果的な事業でございまして、本事業は、児童扶養手当支給水準の母

子家庭の母及び父子家庭の父が、自立に効果的な資格取得のために養成機関

で２年以上修学する場合には給付金が出ますよということになっています。 

 しかし、この制度が変わってきまして、支援期間が３年から２年に短縮さ

れて、給付額も減額されてきております。３年目以降、貸付制度というのは

ありますが、自立に向けた安定した就労支援、これを継続していくというこ

とであれば、変えられる制度以前のほうへもう一度、支援の制度の拡充、こ

れを当然求めていくべきだろうと、こう思っておりまして、国に対して県と

してどういうふうな対応をされているのか、働きかけを本当にされているの

かどうか、その点を一つ確認させていただきたいのが１点。 

 それと、もう一つは、そのような要望をしてもすぐには変わらないと、こ

う思います。じゃ、その間はどうするのと。その間に、県として独自の支援

制度、これをやっぱり考えるべきではないかと思うんですが、その２点、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

   〔岡村昌和健康福祉部子ども・家庭局長登壇〕 
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○健康福祉部子ども・家庭局長（岡村昌和） ひとり親家庭の自立支援給付金

の拡充につきまして２点御質問をいただきましたので、お答えしたいと思い

ます。 

 ひとり親家庭の自立支援給付金のうち、議員から紹介がありました高等職

業訓練促進給付金につきましては、制度改正が行われまして、国の基準額が

引き下げられたということと、給付期間についても短縮されたということで

ございますので、県におきましては、知事と部局長が国に対して提言活動を

行う際や、また、全国知事会の要望等を通じて、給付額の増額と給付期間の

延長を求めてきたというところでございます。 

 こうした中で、国の平成28年度の予算概算要求におきましては、ひとり親

家庭の自立を支援するため、高等職業訓練促進給付金につきまして、給付期

間を２年から３年へ延長するということや、対象資格の拡大を図るとされた

ところでございますので、今後も国の動きを注視していきたいと思っており

ます。 

 また、２点目の県単独の補助ということにつきましては、非常に財政事情

を考えると厳しいところもございますので、今後は貸付金等の制度も活用し

ながら支援をしていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 貸付金等の制度というのはもう既に現在あるんですよね。

ですから、新たに県が何かをするとか、県が真水を出すとかって話じゃなく

て、今ある既存の制度そのものを活用していくということにすぎないと思い

ますので、今から来年度の県のほうの予算の議論も始まってきますが、ぜひ

こういうところも目配り、気配りをしていただいて、何らかの救済措置があ

るならばぜひお考えをいただきたいなと、こう思いますが、そういう御検討

をする気はありますか、ありませんか。 

○健康福祉部子ども・家庭局長（岡村昌和） 国のほうの予算の要求状況もこ

れからまだどういう形になっていくかということもありますので、それを注
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視していきたいということと、あわせて、貧困対策等の計画等も策定をして

おるところでございますので、総合的に考えていきたいと思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 総合的に考えるというのはどの程度考えていただけるの

かよくわかりませんが、ぜひしっかりとお考えをいただきたいなと、こう

思っています。 

 時間がありませんので、最後、地域リハビリテーション支援体制、これは

もう要望に変えさせてもらいます。 

 県がみえ地域ケア体制整備調査研究事業等々に取り組んで一生懸命やって

きていただいたんです。それで、各市町等もそれに応じてそれぞれ対応をし

てきていますが、平成18年度に三重県はリハビリテーション協議会を解散し

ました。それに伴って、リハビリテーション広域支援センター、これも閉鎖

してしまったんですね。基本的に各市町の事業でしっかりやっていかなけれ

ばいけないというのはよくわかってはおりますが、やはり広域的に県全域で

見ていくような、例えばリハビリテーション連携指針の作成とか、中核とな

る施設の指定ですとか、保健・医療・福祉・教育関係諸機関への普及啓発、

また、患者の会への自主的な活動への支援、こういうものはぜひ県のほうで

やっていっていただきたいと、こう思っておりまして、一度閉鎖してしまっ

たということがありますが、どういうやり方があるか、ぜひ御検討をお願い

申し上げたいと思います。 

 これはもう要望に変えさせてもらいます。 

 以上、一般質問をさせていただきました。今年の一番最後の質問でござい

ます。最後に、いよいよ来年は参議院議員選挙の年でございまして、心新た

に気を引き締めて頑張っていくということを改めて申し上げるとともに、い

いお正月をお迎えになることを心から御祈念申し上げまして、終わらせてい

ただきたいと思います。ありがとうございました。（拍手） 
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休          憩 

○副議長（中森博文） 本日の質問に対し、関連質問の通告が３件ありますが、

この関連質問は後刻認めることとし、暫時休憩いたします。 

午後３時３分休憩 

                                    

午後３時15分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（中村進一） 県政に対する質問を継続いたします。 

 最初に、杉本熊野議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、こ

れを許します。41番 舟橋裕幸議員。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 杉本議員の一志病院のあり方についての質問に対して関

連質問をさせていただきたいと思います。 

 杉本議員にも現在の一志病院の評価について知事がお答えいただきました

けれども、ここで改めて知事から聞かせていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） それでは、改めて申し上げたいと思います。 

 現在、一志病院では、家庭医による医療を提供するだけでなく、福祉関係

者や保健関係者などの多職種連携による地域包括ケアを推進するなど、地域

においてなくてはならない医療機関となっていると認識しています。 

 また、家庭医の育成拠点として、家庭医療の教育、研究の場としても重要

な役割を担っているものと認識しているところです。 

 あわせて、四方院長以下、病院スタッフの皆さんは大変精力的に仕事もし

ていただいておりますし、地域の皆さんにも様々御協力をいただいているこ

とに改めて感謝申し上げます。 
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   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 一志病院というのは、過去いろんな形で翻弄されてきた、

かわいそうな病院であります。先ほど熊の話が出ましたけれども、熊と同じ

ように、その時代の流れに翻弄されてきました。 

 10年ぐらい前、ちょうど市町村合併で津市が新たにできたころですけれど

も、患者の数が減ってきました。ドクターがいませんので、ドクターの数が

減ってきました。看護師もいません。そこでやむを得ず病棟を閉鎖し、これ

は現在にも至っていますけれども、そういう流れの中で、たしか当時、ホス

ピスにしたらどうやと、終末ケアの病院にしようという議論もありました。 

 その後、ちょっと前後するかもしれませんけれども、病院事業庁で４病院

のあり方の検討会をやりました。県議会からは、それは生っちょろいと言わ

れて、もっと民間に委託すべきやと、民間移行の答申が出ました。４病院県

立直営でやりたいという私の思いからしてはじくじたる思いやった、その当

時の記憶があります。 

 それを受けて、野呂知事が４病院を、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄというそれぞれの方

向性を出し、一志病院は民間方向でということの流れの中で、誰か民間で受

けてくれる人はいませんかというお声がけをされたようですけれども、残念

ながら正式に受けましょうという話がなく、当分の間という平成22年の結論

が出たというふうに思っています。 

 平成22年当時の一志病院というのはまだまだ、これからどういうふうな形

でこの病院が機能していくかというところが定まっていなかった。当然定

まっていないですから、単にローカル地域を支える一病院だった。それでは

公立ではなかなかなりにくいよねというような程度の議論だったろうという

ふうに思います。 

 しかしながら、この５年たって、今、知事が御評価いただいた内容で、一

志病院は四方院長の前任の院長の時代から、いわゆる地域における家庭医療

の中核的な病院として、そして、同時に、三重大学と連携をしつつ、三重大

学における家庭医療のドクターを育て、また、研修をしていく、中核的な実
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践の病院として位置づけをされ、評価をいただいてきたところであります。 

 そういった意味では、平成22年当時の一志病院の周りからの評価、位置づ

けと、今の一志病院の周りからの評価、そして期待なども全然違うんだとい

うことを認識いただきたくて、改めて聞いたわけでございますし、知事の改

めてお答えいただいた気持ちを大切にしながら、今後の一志病院のあり方に

ついて、御判断をしかるべき時にしていただきたいというふうに思います。 

 先ほど杉本議員のほうから御紹介がありましたように、３回目の三重県立

一志病院のあり方に関する検討会を傍聴させていただきました。あのときの

雰囲気は、構成メンバーは杉本議員がおっしゃってみえましたので重複は避

けますけれども、全てと言ってもいいぐらい、県立で直営でやってほしい、

それから、今の一志病院には本当に感謝しておる、頑張っている、続けてほ

しいという意見だったというふうに思っています。 

 そうした中で、それを普通で受ければ、次回、一つのあり方に関する検討

会の答申の素案が、事務局である健康福祉部からもう出るというふうにお話

がありました。そうした際に、普通で想像すれば、あの場の雰囲気、発言を

聞いておればやはり、県立直営の問題は、少し座長がこれは別に置きますと

いう言い方をしていましたけれども、一志病院の、家庭医療の中核施設とし

て、それを評価される現在の状況から考えれば、それを一つのベクトルとし

て進めていくんだというのは答申で出るんだろうなというのが想像がしやす

いです。 

 ただ、院長もちょっと別にという言葉があったのがひっかかっていました

し、当時見えた佐々木医療対策局長の言い方にも、奥歯に物が挟まったよう

な言い方でありましたので、今度の健康福祉部がつくられる、その案の中に、

いわゆる病院のあり方というのは、当然機能という面とともに、経営主体、

この二つがセットであり方の答申があってしかるべきだと思うんですけれど

も、経営主体について記載はされるんでしょうか。 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 三重県立一志病院のあり方に関す

る検討会の取りまとめ、事務局案を考えているわけでございますけれども、
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その中に、いわゆる運営主体、経営主体について書く予定はございません。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） ないということであれば、その後また県のほうの病院事

業庁や健康福祉部の議論になるのかもしれませんけれども、あの場の議事録

なり雰囲気を十分に参酌していただきたいのが一つ。 

 それから、もう一つは、あのとき周りの委員は一生懸命評価をし、存続を

求めてきたけれども、あのときの佐々木医療対策局長の発言は、この地域も

人口が減っていくので果たして存在がどうのこうのという話と、もう１点は、

厚生労働省が、いわゆる公立病院の改革のガイドラインの稼働病床率の話、

70％云々という話が出ていました。いや、その70％はこういうとり方をした

ら違うんだというような専門家の発言もありましたけれども、あくまでも厚

生労働省の視点で、厚生労働省サイドで、そのガイドラインに沿ったような

格好での、この一志病院の判断をされるのか、今回のあり方に関する検討会

で発言があった、それぞれの委員の気持ちを大切に判断をされるのか、それ

を今の健康福祉の医療対策局長としてどうお考えですか、どうあるべきか。 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 三重県一志病院のあり方に関する

検討会でいただいています委員の方々のお気持ち、これは十分にそんたくさ

れるべきだろうと思っております。 

 そういったことから、前回のあり方に関する検討会では、議員も御承知の

とおり、県のほうからは一志病院の将来あるべき姿の論点メモといたしまし

て、当該地域においては同院が医療を提供することが必要ではないかという

ことを提示させていただいて、また改めて議論をいただいたところでござい

ます。 

 それと、ガイドラインとおっしゃられましたけど、それは厚生労働省じゃ

なくて総務省なんですけれども、やっぱり総務省は一方で、新しい公立病院

の改革ガイドラインの中で、これ、後日確認させていただきましたけど、や

はり許可病床数ベースの病床利用率を見て、そこに対する地方財政措置とい

うのを考えていくということを、明確に方針を示してございますので、そう
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いった現状というのをあわせてお示しさせていただきながら、要は、夢いっ

ぱいの話ばかり、なかなかできないと思います。いろんな現実面、人口も

減っていくだろう、そういったところも突き合わせていただきながら、今す

ぐではなくて、例えば今後10年に向けて、地域医療構想はまさに10年後のあ

るべき姿を描くわけでございますので、それと整合させながらどうしていく

べきかというのを今から考えようという趣旨でございますので、そういった

材料提示をさせていただいたところでございます。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 先ほど冒頭に申し上げましたホスピスの話、佐々木医療

対策局長の先輩の方が随分リーダーシップをとって、県庁内で混乱があった

経過があります。何年か後に、佐々木が一志病院を潰していったんやと住民

の方に怒られないように、住民の目線で頑張ってやってください。 

 ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 次に、三谷哲央議員の質問に対する関連質問の通告があ

りますので、これを許します。８番 稲森稔尚議員。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） 皆さん、お疲れさまです。伊賀市選出、草の根運動みえ

の稲森稔尚です。三谷議員の関連質問ということで、ポストサミット戦略に

ついてということで、大変おこがましいんですけれども、しっかりやらせて

いただきたいと思います。 

 それでは、ポストサミット戦略ということで２点お伺いをしたいと思いま

す。 

 １点目は、知事も日ごろおっしゃっておられます、三重県が持つ先進性だ

とか多様性だということをふだんおっしゃられていますけれども、ダイバー

シティー社会をどのように残していくか、サミットを経験した三重県がどの

ようにそういう社会を残していけるか、切り開いていけるかということをお

伺いしたいんですけれども、特に、年齢や障がいや性別や性的指向、国籍、

人種や民族、文化、宗教の違いを互いに認め合って、そして、視野を広げて、
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ともに安心して生きられるような、認め合えるような、そんな社会をつくっ

ていくきっかけになればいいなと思っているんですけれども、この多様性を

重視するダイバーシティー社会をつくるべくした取組について、具体的な事

業展開というのは考えておられるんでしょうか。お伺いをしたいと思います。 

 それから、もう１点なんですけれども、先日、議員インターンシップにか

かわってくれている大学生の方がすごくサミットに関心があるという声を直

接聞いたのでお話ししたんですけれども、その中でも、ジュニアサミットは

あるけれども、私たち大学生がかかわれるものがないよねという声を聞きま

した。特に県内の大学と連携するなどして、例えばこの議会でも出ていまし

たけれども、県内の高等教育機関の魅力づくりにつなげていくとか、フレッ

シュマンとか、民間の県内の企業ですとか地場産業にかかわっている若い人

がもっと自分たちの仕事に誇りを持ってサミットにかかわっていけるような、

そういう展開というのは考えられないのかどうか、この２点について答弁を

求めます。 

○戦略企画部長（竹内 望） ポストサミットということで二つ御質問をいた

だきました。 

 １点目のダイバーシティー社会に向けた展開ということで、まず、ポスト

サミットにつきましては、知名度や地域の総合力の向上といったサミットの

レガシーを三重の未来に生かそうということで、現在、各部局のほうで、国

際会議等のＭＩＣＥ誘致、あるいは海外誘客、それから、食の産業振興、グ

ローバル人材の育成といった幾つかの観点から取組を検討しておるところで

ございます。 

 それで、当初予算に向けて現在やっておる、各部局の検討しておる事業の

中で、例えばですけれども、本県が関係を構築してきました海外人材をどう

活用するかといった視点、それから、県内の在住外国人の方、あるいは留学

生の皆さんとの交流をどう進めるかといった視点、こういった視点から、サ

ミットを契機に、県民の皆さんと海外、世界との距離が縮まるということで、

ダイバーシティー、多様性を生かすといった視点からも検討をしておるとこ
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ろでございます。 

 また、ポストサミットの取組につきましては、今後決定されますサミット

のテーマであるとか、あるいはサミットの開催結果、こういったことを踏ま

えまして、引き続き、ダイバーシティー、多様性をどう生かすかといったこ

とも含めて検討をしていきたいなというふうに思っております。 

 それから、もう１点、若者がかかわれる事業ということで、例えばという

ことなんですけれども、県内の大学生や留学生が県外の大学生や留学生等と

交流する機会を設けて、例えばサミットにちなんだようなテーマで討議を行

う、こういったことについても検討しておるところでありまして、引き続き

当初予算編成の中で検討していきたいなというふうに思っております。 

 以上です。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） まず、１点目なんですけれども、今回の伊勢志摩サミッ

トのテーマが海洋問題ということで取り上げられるということなんですけれ

ども、サミットって主要国が集まるということで、偏狭なナショナリズムと

いうのがあってはならないですけれども、一方で、グローバリズムが一国な

り小さな国を追い詰めるというようなことがこの世界の中には依然としてあ

る中で、やはりこの三重から大きな価値観を、世界の価値観を転換していけ

るような場面というのをぜひつくっていただきたいなというふうに思うんで

すけれども、いろんな宣言ということも含めて、その辺、最後に、今の２点

を総括して知事の思いというのを、もう少し具体的な何かありましたら、お

伺いしたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 先ほど三谷議員の答弁のときに、私のほうから三つ、柱

的なものを申し上げた中のうちの一つで、伊勢志摩サミットそのものの成果

を引き継ぎ発展させる取組というのと、サミットを通じて高まった地域の総

合力を次世代の育成などにつなげる取組というのを申し上げまして、その前

者のほうには、僕はダイバーシティーというのは入ってくるんじゃないかと

いうふうに思っています。 
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 私が今、担当部局などに宿題として投げかけているものの一つに、それこそ

ダイバーシティーというのをどう捉えるのか、そういう女性の活躍やＬＧＢＴ、

それから障がいを持っている人たち、それから、僕はベンチャー企業の支援

なんかも、アントレプレナーですから、一つのダイバーシティーのあらわれ

だと思うんですよね。そういうようなことも含めた、少し、今申し上げたよ

うに、サミットそのものの成果を引き継ぎ発展させる取組なので、テーマが

出てきた中でそれとシンクロさせながら考えていきたいというふうに思って

いますが。 

 それから、高校生より上の世代のところもやはり重要なところであると

思っていますので、この点についても積極的にポストサミットの中で議論し

ていきたいというふうに思っています。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） 私、一人会派ですけれども、私の存在も県民の皆さんの

多様性のあらわれでありまして、11月16日に、僕、32歳になったんですけれ

ども、まだまだそういう、２番目に言ったような若者の代表だと思っており

ますので、今後の取組、しっかり注目していきたいと思います。 

 これで質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 同じく、三谷哲央議員の質問に対する関連質問の通告が

ありますので、これを許します。１番 芳野正英議員。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） 四日市市選出、新政みえの芳野正英です。皆様、お疲れ

のところだと思いますが、もうあと10分おつき合いをいただきたいというふ

うに思います。 

 生活困窮者自立支援制度についての関連質問で、これは初日に稲森議員も

質問されていましたので、そことも少し関連する質問をさせていただきたい

なと思いますが、三つ大きくありますが、三つ目のほうから先にちょっと質

問させていただきたいなと思うんですけれども、先ほど三谷議員と伊藤健康

福祉部長のほうでもお話がありました自立相談支援事業、ここが今回のこの
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制度の核だというのが、厚生労働省も出している制度の仕組みの中でもわか

るんですけれども、先ほどの三谷議員と伊藤健康福祉部長のやりとりは、個

人の支援の中で、一つの自治体の中でどう連携をとっていくかという議論を

していただいていたかなと思います。 

 支援調整会議、こういうチームで支援をしていくんだということだと思う

んですけれども、生活困窮者の場合は、例えば車をお持ちの場合もあって、

その自治体だけじゃなくて近隣の自治体に例えば通勤に行く支援もできると

いうことで、近隣の自治体との広域的な支援というのも場面として出てくる

のかなと。なおかつ県も、福祉事務所を持つ市が取り組んでいる支援に対し

てもフォローアップができるのかなというふうに思いますと、その県の自立

相談支援事業、ここの支援調整会議と、各市の自立相談支援事業、そういっ

た支援調整会議同士の連携などは、今後、先ほども多様な支援のルールづく

りをされていくというふうに答弁されていましたけれども、この点はどのよ

うにお考えなのかをまずお聞かせください。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） ちょっと先ほどの答弁でも申し上げましたけれ

ども、生活困窮者自立支援制度だけではいろんな支援は十分ではないという

ことで、まずは庁内で、どういう支援のツールがあるのか、支援があるのか、

そういうことを一度、研究、整理させていただきたいと。 

 それにつきましては、これは県福祉事務所の相談窓口だけではなくて、従

来から市町に対しましては、厚生労働省が出しておりますマニュアルとか手

引きとか、いろいろなものを情報提供いたしますとともに、相談を受けると

いう立場にございますので、いろいろ相談支援員の研修等も含めましてやっ

ておりました。 

 こうしたことで、県が研究した成果あるいは先進的な取組、これを市町に

お伝えすると、そういう機会もたくさんございますので、そういう中で逆に、

市町の取組とか悩んでいることとか課題とか、そういったものを情報交換し

て、その中で必要なものについては連携していく仕組みも、すぐにはちょっ

と難しいとは思いますけれども、それはもうちょっと試行錯誤で検討してい
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きたいというふうに思っております。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 ９月の私の一般質問で知事と、新しい豊かさの、社会のネットワークの豊

かさの議論をさせていただいたかなと思うんですけれども、まさにこれ、私、

ずっとここも追いかけていきたいテーマなんですけど、まさにそこが発揮さ

れる部分なのかなというふうに思いますので、ぜひ、伊藤健康福祉部長は県

ですから、市町をリードするような形でそういった連携体制の核となってい

ただけるようにお願いをしたいなというふうに思います。 

 続いて、中間的就労事業所、就労の訓練をする部分、これのところを

ちょっと質問させていただこうと思うんですけど、厚生労働省がこういう

「生活困窮者のための就労訓練事業を考えてみませんか？」という冊子をつ

くって、（冊子を示す）増やしていこうと。稲森議員の質問のときも伊藤健

康福祉部長は、これから積極的に増やしていきたいと。今、四日市で一つ、

伊勢で一つ、今年度にもう一つ伊賀というふうにお聞きしていますけれども、

そういう訓練事業所を増やしていくということをおっしゃっているんですが、

この資料の中には、そういう新しい訓練をやっていこうと思っても、なかな

か事業所も及び腰になってしまうんですが、「生活困窮者を受け入れた就労

訓練事業者が一人で悩むことがないよう、事業開始後は、自立相談支援機関

がフォローを行います。」というふうにこの厚生労働省の資料には書いてあ

りまして、県もこの認定をした後の事業所の研修の方法ですとか、そういう

ことのフォローをしていくというふうに制度上はなっていますけれども、そ

のフォロー体制は一体、今どういうふうになっているのか、お聞かせくださ

い。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 就労訓練事業につきましては、これは都道府県

知事が認定するということで、それを増やしていくために、これまで取り組

んでいただけそうな企業をいろいろ回りましたり、アンケート調査でどうい

うことを考えているのかを調査いたしました。一方、その認定するに際して
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は、認定の基準がございますので、その基準に合致しているかということが

ございます。 

 ですから、そういった側面からは、認定後もそういった基準が守られてい

るか、あるいはうまく運営されているかということはフォローしていく必要

がございますし、先ほどリーフレットか何かごらんいただいておりました

フォローにつきましては、これは、相談機関が紹介した要支援者、その方の

訓練がうまく行われているかフォローしていくという、そういうことでござ

いますので、就労訓練事業につきましては県がフォローしていくと、一人ひ

とりの訓練につきましては、相談を受けた、紹介したところ、相談機関がし

ていくという、そういうことでございますので、先ほど連携という言葉がご

ざいましたけれども、そういうことも含めまして、それぞれの立場で、訓練

が適正に行われているかどうか、フォローしていきたいというふうに思って

おります。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ちょっと認識が違うのかなと思うんですけど、先ほども

言いましたように、生活困窮者を受け入れた就労訓練事業者が一人で悩むこ

とがないように自立相談支援機関がフォローをしますというふうに書いてあ

りますので、確かに事業者、受け入れた認定機関も、今、四日市で一つ受け

入れていますので、私もよく行って話を聞くんですが、意気に感じてやり始

めたのはいいんですけど、経済的な支援もない、これは一応制度上はないと

いうことになっているのであれなんですが、研修内容も、四日市の場所は若

者サポートステーションですから、そういう研修プログラムはしっかりして

いますけれども、例えば伊勢でやるのは介護施設がそういう就労訓練をやり

ますよね。そうすると、もちろんその介護施設で働いている方もふだん働い

ているのでいろんな就業のサポートはできるかもしれませんが、なかなか訓

練、それから就業のサポートの部分というのは、ほかのそういった障がい者

の自立支援施設とか若者のサポートステーションに比べると、そういう介護

施設の研修の部分というのは弱いのかなというふうに思うので、そういう有
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形無形のフォローというのはこれから必要になってくると思いますので、そ

の支援のあり方というのはぜひ検討していただきたいなというふうにお願い

をしておきます。 

 最後に、知事にちょっとお尋ねしたいんですけれども、この生活困窮者自

立支援制度ですけれども、まだ始まったばかりでありますし、中身としても

まだまだ十分でない部分がある。先ほど言いましたように、認定事業者が就

労の訓練をしていくときには運営費補助というのがつかない状況になってい

ますので、まさに社会福祉法人が自主事業として、意気に感じてやってくだ

さい、こういう事業でありますけれども、これを今後広めていくためにも、

やはり財政的な支援というのは必要かなと。 

 稲森議員も県の独自の資金がないですかというふうに聞きましたけど、県

としてはなかなか検討できないということでしたけど、これは実際、そうい

う生活困窮者の救済というのは国がやっぱり主導をとっていくべきだと思い

ますし、生活困窮家庭の子どもの学習支援も国庫負担率が２分の１、半分し

か出ないということなので、こういう国庫負担率の引き上げですとか就労事

業所の運営費補助といった部分の今後の充実に向けて、財政的支援をしてい

ただくように国への要望を図っていただきたいと思うんですが、その点、い

かがでしょうか。 

○知事（鈴木英敬） おっしゃっていただいたとおり、この就労訓練事業の認

定、上半期で全国で191件、利用者が642人ということで、順次増加してくる

んでしょうけれどもまだ緒についたばかりということでありますので、この

事業者の方へのインセンティブにつきましては、そういう全国の状況とかも

把握しながら、今後、国への提言も含めて検討していきたいと思います。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。まさにこれから始まった制度で

すけれども、充実させられるように、ぜひ要望のほうもよろしくお願いいた

します。 

 健康福祉部長におかれましてはまたルールづくりもしっかりと充実をさせ
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ていくようにお願い申し上げまして、質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 以上で、県政に対する質問を終了いたします。 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○議長（中村進一） お諮りいたします。明５日から20日までは委員会の付託

議案審査等のため休会といたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中村進一） 御異議なしと認め、明５日から20日までは休会とするこ

とに決定いたしました。 

 12月21日は、定刻どおり本会議を開きます。 

 

散          会 

○議長（中村進一） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時44分散会 

 


